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編集後記
○平成25年3月26日（火）、財団法人都市農地活用支援センターの第

69回理事会及び第61回評議員会が、麹町の弘済会館で開会されまし

た。報告事項として、「一般財団法人への移行について」と「平成24年

度事業概要及び平成24年度予算決算見込みについて」報告があり、そ

して、議案として、第一号議案「、平成25年事業計画(案)」及び第二号議

案「平成25年度収支予算（案）」について審議され、可決されました。

○また、平成25年3月21日(木)、内閣総理大臣から、公益目的支出計

画の作成を要する一般財団法人として認可され、移行登記の手続きを

経たうえで、平成25年4月1日より、「財団法人都市農地活用支援セン

ター」から「一般財団法人都市農地活用支援センター」へ移行し、これま

での実績等を継承し、それらを踏まえ都市農地の保全を視野に入れた

農住まちづくり支援事業等に積極的に取り組む新たな一般財団法人と

して出発することとなりました。

（T・K）
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東京都の「農の風景育成地区」の
第一号である世田谷区喜多見４、
５丁目地区の風景の１部。大きな
写真の中央に見えるのは「慶元寺
の三重の塔」で風景遺産となって
いる。下の写真は住宅地と共存し
ている農地。

■ 表紙の写真 ■（世田谷区喜多見）

■ まど
● 都市農業の現状と今後の政策課題（都市農業検討会の中間報告を踏まえて）
　　　　　　　　　　　　武蔵大学経済学部教授　後藤　光蔵

■ 地域をひらく知恵
● 「農の風景育成地区」の取り組み－世田谷区喜多見4丁目地区検討会報告
　　　　　　　　　　　 （株）まちづくり工房　大橋　南海子

● 東日本大震災からの「複合的な復興まちづくり」の計画と実践
  （釜石市鵜住居地区でのワークショップ活動）
　　　　　　　　　　　　芝浦工業大学システム理工学部教授　松下　潤

● 農を楽しむサービス付き高齢者向け住宅
　　　　　　　　　　　 （財）都市農地活用支援センター計画部長　橋本　千代司

● 民間企業による新たな市民農園等への取り組み
　　　　　　　　　　　 （株）アグリメディア　　諸藤　貴志

■ 情報アラカルト
● 東京都農業・農地を活かしたまちづくり事業について
　　　　　　　　　　　　東京都農林水産部農業振興課　農業基盤整備担当課長　朝長　信次

● 横浜市恵みの里事業への取組みと課題
　 ～市民と農家が共に育む農ある都市横浜を目指して～
　　　　　　　　　　　　横浜市環境創造局農地保全課・横浜市環境創造局北部農政事務所

● 相続税増税など平成25年度税制改正大綱
　　　　　　　　　　　　税理士　今仲　清

● 農林水産省「都市農業の振興に関する検討会・中間取りまとめ

■ 定期借地権コーナー
● 災害公営住宅における定期借地権の活用
　　　　　　　　　　　 （財）都市農地活用支援センター理事　佐藤　啓二

● 地方自治体による定期借地権分譲の取り組み
　 ～鹿児島市「星ヶ峰みなみ台」定期借地権分譲の取り組み～
　　　　　　　　　　　　定期借地権推進協議会運営委員長　大木　祐悟

● 鑑定評価基準改定に向けての意見交換
　　　　　　　　　　　 （財）都市農地活用支援センター理事　佐藤　啓二

■ お知らせコーナー
● 都市農地活用支援センターの平成25年度事業計画

● 当センターの定期借地権供給実態調査が資産評価学会より表彰受ける

● 昨年10月の土地月間で講演会開く

■ 編集後記
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　2011年10月に設置された農水省

「都市農業の振興に関する検討会」

は、都市に存在する農業･農地の

役割を評価し、都市農業の振興と

都市農地の存続のために早急に取

り組むべき施策や、関連制度に関

して今後検討すべき課題について、「中間取りまとめ」

を行い2012年８月に農水省に提出した。この委員会の

設置は直接的には2010年３月の食料・農業・農村基本

計画で、都市農業を守り持続可能な振興を図るために

関連制度の見直しと都市農業振興施策の推進が謳われ

たことに基づくものである。しかし都市農業・農地の

基本的位置づけを規定している都市計画法を所管する

国交省で行われてきた都市計画制度の見直しに向けて

の検討を背景としていることは言うまでもない。国交

省での検討は、社会資本整備審議会「都市政策の基本

的な課題と方向検討小委員会」（2008年５月～）、同

「都市計画制度小委員会」（2009年６月～）と継続し、

2012年９月に「中間とりまとめ」が行われている。そ

こでは基本理念の一つとして「都市と緑・農の共生」

が打ち出されている。

　都市農業・都市農地の位置づけに関して言えば、ま

だ検討の途中ではあるがいずれの委員会も目指そうと

している方向は、都市（市街化区域内）に農業･農地

は不要とする都市計画法の考え方の転換にある。この

理念の転換が制度としてどう具体化されるのかは現時

点ではまだ明らかになってはいないが、これまでの基

本的な考え方を根本的に転換し農業･農地を都市に必

要な土地利用として位置づけるという方向を打ち出し

ていることは画期的と言える。

　都市農業・農地の位置づけの根本的転換が、このよ

うに検討されるようになったのは、都市に農業・農地

が必要であることを人々に納得してもらえるような農

業や農地利用を作り出そうとしてきた、いわば生き残

りをかけた、農業者・農業者組織の取り組みがあった

からである。新鮮で安全な農産物をという声に応えて

多様な地場流通の取り組みが行われている。畝売りや

市民農園から始まった都市住民の農業・農地との触れ

合いは、農業ボランティアの取り組みや学校農園や福

祉農園等、さらには農業者が農業経営の一環として開

設する農業体験農園と多様化してきている。農業者を

中心に参加者の交流が盛んな農業体験農園は多様な取

り組みを通して地域コミュニティとしての機能を持つ

ようになってきている。例えば農園参加者と農園が災

害の発生時にどのような防災機能を発揮できるかの検

討を始める農園も現れている。寿命が延びリタイア後

地域での生活が大きな比重を持つようになってきた高

齢社会では、地域におけるコミュニティの存存が生き

がいのある暮らしを支えるものとして重要になってい

る。このような都市農業の多様な取り組みは、食や環

境、くらしをめぐる状況の変化と相俟って、人々の都

市農業・農地に対する認識を変える力となった。国

の動きもこれらを背景にしてもたらされているのであ

る。

　二つ目の要因は、低経済成長や人口減少への転換、

環境問題の解決が重要な課題となっている時代の大き

な変化の下で、都市もまた転換期を迎えていることで

ある。農水省・検討会の「中間取りまとめ」も大都市

圏の人口が2010年をピークに減少に転じること、市部

の空き家率が上昇していること、三大都市圏の空き地

面積は24,000haに達し、三大都市圏特定市生産緑地面

積14,182haを上回ることを指摘している。

　これまで自然環境を破壊しながら資源多消費型都市

として拡大してきた都市を「低炭素」・「循環型」・「自

然共生」（2007年閣議決定「21世紀環境立国戦略」）都

市に作り変えることは地球環境問題の解決にとって重

要である。また東日本大震災の経験、近い将来、首都

直下型地震や東南海地震等が高い確率で発生するとの

 都市農業の現状と今後の政策課題
（都市農業検討会の中間報告を踏まえて）

武蔵大学経済学部教授　　後藤　光蔵
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予測は、災害に強い都市づくりが都市にとって緊急か

つ最重要の課題であることを教えている。

　以上のように、都市の外延的拡大の時代は終わり、

質の向上を伴った、つまり災害に強く、安全で、環境

にやさしい、そして人々の快適で生きがいのある暮ら

しを支える機能が強化された、コンパクトな都市づく

りが求められる時代になったのである。都市が直面す

るこれらの課題の解決に都市農業・都市農地は様々な

面で貢献することのできる大きな可能性を持つ。それ

ゆえに都市農業・農地の保全とその振興がこれまで以

上に重要な課題となっているのである。

　都市農業・農地の保全の意義とその方法は、都市農

業・農地の持つ特徴に規定される。その特徴として、

第一に挙げられるのは、都市農業・農地の多面的機能

としては、自然環境や快適な環境の保全、防災機能、

自然との触れ合いや子どもの教育機能、歴史的景観や

文化の継承、地域コミュニティの形成・維持の機能

等々、人々の快適で生きがいある暮らしを支える機能

が重要な点である。第二の特徴は、これらのいわゆる

多面的機能に対する都市住民の期待が、都市農業以外

の地域の農業に比べて明らかに大きい点である。した

がって農業生産のための農業、農地利用であっても多

様な機能の発揮が期待されるのである。

　この特徴は社会が成熟すればするほど強くなり、都

市農業・農地は生活に必要な社会資本（共通の生活手

段＝都市施設）としての性格を強め、私有財産である

農地の上で営まれる生業としての農業が公共的性格を

持つようになって来るのである。したがってその存続

は農業者の私的な問題であると同時に社会的問題とな

る。その状況に規定されて都市農業施策の柱は農業振

興施策と農地の保全施策の二つになってきたのであ

る。

　農業・農地の保全は都市農業についても基本的には

農家世帯員が家の農業を継承することを通して行われ

る。したがって農業の振興施策が都市農業施策の柱で

あることは言うまでもない。しかし先に指摘した都市

農業・農地は農産物の供給と同時に暮らしを支える機

能が重要な意味を持つという特徴を踏まえた農業振興

施策の展開が必要である。暮らしを支える機能の発揮

には独自の取り組みや投資を必要とするものも多いか

ら、広い意味での「農業」の振興策が必要である。農

業・農地の継承を農家・農家世帯員の枠組を越えて考

えることも必要である。また農業者が農業生産に力を

注ぎながら、同時に都市住民から期待される様々な取

り組みをすることは大変なので、農業者と都市住民を

橋渡し、都市農業に期待される機能が全体としてより

良く発揮できるようにする仕組み、それを担う組織を

工夫する必要がある。言うまでもなく税制等制度的見

直しも不可欠である。貸付農地についての相続税納税

猶予の適用、自宅地内の農作業や農機具格納のために

必要な宅地部分についての税制上の取り扱いなど、「中

間取りまとめ」でも課題として挙げられている。

　もう一つは農地の保全策である。農業・農地の大切

さが叫ばれても相続を契機に進む農業の縮小、農地の

減少に歯止めはかかってはいない。しかし先に指摘し

たように都市住民にとって、農業・農地は快適なくら

しを支える都市施設としての性格を強めているのだか

ら、農家が継承できなくなった農業・農地であっても

それを保全していける制度や仕組みが必要になる。ど

のような農地が保全されるべきかは地域の状況によっ

て異なる。全ての農地が保全の対象である地域もある

だろうし、様々な観点から見て公共性が高いと位置づ

けられる農地が保全の対象となる地域もあるだろう。

農業・農地の保全計画を作り、その目的に添った利用

を担う組織が地域に育つことが必要である。生産緑地

は都市計画に位置づけられているが、基本的には農家

の意向に左右されている。都市施設としての性格を持

つようになった都市農業・農地は計画的に残していく

べきであり、必要な農地は公有地化しても残すという

ことになる。そのためには、一つの例であるが、生産

緑地法の買取り制度を実効性のあるものに作り変え

る、相続税を農地の物納によって納めることが容易に

なるように制度を整えるなどの検討が必要だろう。さ

らに物納農地を売却せずに自治体に管理を委託し、地

域の利用計画に沿って利用が行われるような制度など

も工夫されるべきである。

　都市に農業・農地を残すという総論では一致が見ら

れるようになってきたが、その具体化のためには国民

各層の利害が関係する税制を含めた制度の検討が必要

となる。「中間とりまとめ」が国民的理解の醸成を強

調しているのもその点を踏まえてのことであろう。
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　検討会設置の経緯

　東京都は特別区・市町村と合同で、平成22年５月「緑

確保の総合的な方針」を策定し、その中で新たに取り

組む施策のひとつとして「農の風景育成地区制度」の

創設を位置付け、その指定運用要綱を策定して平成23

年８月１日から施行した。

　このような状況のもと、（財）都市農地活用支援セ

ンター（以下センターという）は、この制度を推進す

るための支援事業として、センターが有する「都市農

地活用・保全アドバイザー」（以下アドバイザーという）

を「農の風景育成地区」指定を検討する区・市町村に

派遣する事業の実施を試み、その第一段階として、同

年９月以降、東京都、地元区・市町村、センター及び

アドバイザー等で構成する『東京都「農の風景育成地

区」の具体地区の指定に関する検討会』（以下検討会

という）を設置し、第１号地区指定に向けた取り組み

を開始した。

　具体的に検討を行う地区は「世田谷区喜多見４丁目

地区」で、検討会は、東京都都市整備局都市づくり政

策部緑地景観課、同産業労働局農林水産部農業基盤整

備課、世田谷区みどりとみず政策担当部みどり政策課、

同産業政策部都市農業課の各担当、学識者・アドバイ

ザー等計13名で構成し、事務局はセンターが担い、年

度内に３回の検討会を開催した。

　検討会の成果と検討内容

　検討会の成果として、要綱第５条関連の農の風景育

成計画書（１.育成地区の概況、２.育成地区と既定の

計画等との関連、３.育成地区における農の風景を保

全及び育成するための方針）、取り組みの方針をまと

めた構想図（案）、及び農の風景育成のための活用手

法一覧などが、区及び事務局により取りまとめられた。

　検討会のなかで意見交換・議論された内容のうち、

他地区においても想定される同質的な課題について、

項目ごとにその検討経過や方向性について整理した。

「育成地区と既定計画等との関連」

　当該地区では、地区が既に土地区画整理事業を施行

すべき区域に指定されており、育成計画との整合性が

問題となった。「既定の土地区画整理事業は、実現性

が乏しく当面事業化されないと考えられ

るので現段階では、不整合とは捉えない、

既定計画の解除は難しいということを前

提に整理する」などの意見があった。

　しかしながら、このような状況は他の

地区にも多くみられ、面整備に至らな

かった結果として農地や樹林地、郷土風

景が残ったのも事実である。

　こうした地区の指定においては、宅地

の利用増進・面的全体的基盤整備を主目

的とする区画整理事業と既存農地の保

全・農の風景育成を一体的に行うことは

「農の風景育成地区」の取り組み
世田谷区喜多見4丁目地区検討会報告

（株）まちづくり工房　　大橋　南海子

検討会組織と区市町村への支援イメージ
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難しい。むしろ、農地・緑の保全ニーズに応じて、柔

軟に区画整理事業化を見直し、区域や事業計画、事業

の是非についても、再検討することが必要と考えられ

る。

　なお、当該地区は、風致地区、地区計画にも指定さ

れ、地区計画では民有地の誘導規定、農業の振興、拠

点整備の方針が示されている。育成地区の方針設定後

に、その方針を地区計画に反映し、修正すべきとの意

見が示された。

「育成地区における農の風景を保全及び

育成するための方針」

　基本的な作成フローは、「目標」を設定し、その具

体的「取り組み方針」を、まちづくり・土地利用（農

農の風景育成計画書（抜粋）　３.育成地区における農の風景を保全及び育成するための方針

目標
・現存する農地で農業者が永く営農できるようにする。
・営農が続けられなくなった農地で、農業振興等拠点として有効性が高い農地は、地域交流の場となる農業公園として活用
する。
・社寺林や一般住宅の樹林を保全し、地域の資産や風景を継承する。
・環境との共生を重視し、地区全体が農の雰囲気を醸し出すまちづくりを進める。
取組方針
農を生かしたまちづくり
・隣接の喜多見五丁目地区にある次大夫掘公園が、水田や民家を配した、江戸時代後期から明治にかけての農村風景の再現
と農作業体験をコンセプトとしていることに対し、（仮称）喜多見農業公園は、畑を中心とした現代の農村風景の保全と
農作業体験をコンセプトとし、両地区間で、農業公園の機能分担と連携を目指す。
農地及び屋敷林等の保全
・育成地区の農地等約1.1haについては、都市計画公園に指定し、将来どうしても営農が続けられなくなった農地を、農業振
興等拠点となる農業公園とする。
・樹林を市民緑地、保全樹林地等に重点的に指定する。
・保存樹林地の支援を拡充する。
・宅地化農地を生産緑地に追加指定する。
農地景観の向上
・世田谷西部地域喜多見地区地区計画の土地利用の方針に基づき、農園住区として宅地系土地利用と農・緑地系土地利用と
の調和を目指す。
・生産緑地の道路に面する部分は、原則として垣、柵、塀等を設置しないものとし、やむを得ず設置する場合は、生垣等、
景観に配慮したものとするよう推進する。
営農環境の向上
・農業者の育成や区内流通の拡大等、農業の振興を進める。
・イベントや情報媒体を活用して、区民に農業・農地の役割やその魅力を発信し、普及、啓発する。
地域交流の場としての農地の活用
・宅地化農地を区民農園、苗圃等として活用する。
・農業振興等拠点については、農業公園として整備した後、区民参加型農園及び、主な教育施設との連携を図りながら、子
どもの食育や環境教育、若年者・高齢者・障害者等の自立支援等を目的とした教育・福祉農園として活用する。
・農業に関する情報提供や地域交流の場とするため、既存の直売所とその周辺にインフォメーションコーナーなどを設け
る。
地域への普及啓発
・育成地区の農地や歴史的な資産を回遊して景観を楽しみ、歴史を理解できるようパンフレット等を作成し、環境を整え、
区民等にＰＲする。
・地区に残る貴重な屋敷林の必要性を地域に理解してもらうため、限定的な公開も含めた公開の可能性について検討する。
地域環境への配慮
・世田谷区西部地域喜多見地区地区計画の整備計画に基づき、垣または柵を設ける場合は生垣やフェンス等に沿って緑化し
たものとするよう推進する。
その他
・農業、屋敷林をサポートする人材を育て、その輪を広げていく。

農の風景育成計画書（抜粋）　４.その他必要な事項

・主要生活道路を整備するときは、農の風景を考慮する。

（農の風景育成地区の指定に関する取組み−世田谷喜多見４丁目地区報告書）
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取り組みの方針をまとめた構想図（案）

（農の風景育成地区の指定に関する取組み−世田谷喜多見４丁目地区報告書）
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地や屋敷林など）・景観・環境などの項目にそって設

定し、それらを実現するために、「農の風景育成のた

めの活用手法」を検討するというものである。

　取り組み方針設定の際に議論されたことのうち、重

要と考えられることは、①作成過程における地元の合

意形成をどう進めるか、②保全育成の主体・担い手・

組織や体制をどうするか、③都市整備的要素と農業振

興のバランス、④農業公園としての活用、⑤制度拡充

と新設などである。

①地元の合意形成

　地区指定に対する合意形成プロセスや手法について

の検討は、不十分であった。他の都市計画と同様にワー

クショップの開催、協議会の設置、関連活動団体との

連携などの意見が提案されたが、今後の課題として残

された。

　農の風景育成地区の指定、その方針に基づく諸施策

の実施は、農家や地域住民の個々の将来生活設計・農

業経営などと密接に関係するので、初期の計画段階か

ら地域の幅広い層の参加が求められる。また、同時に、

実施に向けた保全・育成の担い手形成の観点からも育

成計画作成に合わせて地元の組織・体制づくりを行う

のが望ましいといえる。

②保全及び育成主体・組織の形成

　農家の高齢化・担い手不足は他の地区にも見られる

共通の課題であり、自治体、農家の協力だけでは限界

があるので、如何に都市住民の参画を進めるかについ

て、育成計画の３.取り組み方針のその他や、４.その

他必要な事項のなかでその方針を明記することが望ま

しいといえる。農の風景を持続的に保全・育成するた

めの担い手・組織、既存市民活動組織との連携、援農・

就農システム等の導入、人材育成プログラム、農や緑

の人材プラットフォーム形成など幅広い検討が期待さ

れる。

　当計画では、取り組み方針の「その他」で、農業、

屋敷林をサポートする人材を育て、その輪を広げてい

くとしている。

③都市整備的要素と農業振興のバランス

　取り組み方針を決める際、「市街地の緑としての風

景」と「農業振興の下の農の風景」の２つの要素のう

ち、当該地区では農業振興の部分が弱いとの指摘が

あった。他地区においてもこれら２つのバランスにつ

いて議論されることが想定されるが、これらは、方針

設定の基本的条件となるので、市街地としての熟度や

地価、農業生産性などから、それぞれの地区固有のバ

ランスを前もって想定することが必要と考える。

④農業公園としての活用

　農の風景育成地区の拠点及び農地の恒久的保全策の

目玉として、生産緑地の買取りや都市計画公園指定を

含めて（仮称）喜多見農業公園が提案された。

　他の対象地区においても、新たな核となる農業公園

として、既存の生産緑地、体験農園・市民農園、屋敷

林等をネットワークする分散型農業公園計画が想定さ

れる。この場合、現実には財源確保が難しい自治体が

多いので、借地型農業公園や地主・農家・組合による

農園経営メニューなどについて十分な検討が必要であ

る。また、農業公園として活用する場合、既存公園・

緑地などとの役割分担についても検討する必要があ

る。

⑤地域固有の保全制度等の創設や既存制度の拡充

　世田谷区には、屋敷林等の保全に対し、市民緑地制

度以外に区独自の小さな森制度や世田谷区みどりの基

本条例にもとづく保存樹林制度などがあり、その制度

適用と支援について意見交換がなされ、「保存樹林地

の支援の拡充、1000㎡以上を300㎡以上に拡充」が方

針として示された。他地区の検討の際には、このよう

な、保全樹林地等の支援の面積要件の緩和など既存制

度の拡充、あるいは地区固有の保全資源に合わせた新

たな制度の創設についても十分に検討する必要があ

る。

　以上、検討会の概要を報告したが、現在、世田谷区

では、地区指定に向け具体策や事業化を含め、準備を

進めている。今後、他の地区においても「農の風景育

成地区制度」を多面的に活用して、「農地を守れる」

という強い効果がでてくることを期待したい。
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　１．はじめに

東日本大震災の甚大な被害と復興

の遅れ

　2011年３月11日、三陸沖深度

24kmを震源とする東日本大震災

は、地震規模がM9.0というわが

国の観測史上最大級の地震となっ

た。生起した断層は延長450km、幅200kmに亘り、断

層滑り量は最大20−30mとされる。高さ10m以上の大

津波が東北の太平洋岸に押し寄せ、山手線内側の面積

の９倍に当たる561km2が浸水被害を受けた。津波に

よる死者・行方不明者数は凡そ21,000人、全壊戸数は

12万戸を数え、政策投資銀行資料によればストック損

壊額も阪神・淡路大震災の10兆円を超える16−25兆円

と推定されている。

　大震災二年目の2013年３月11日に、この原稿を書い

ている。国も含めた様々な事情から、復興の速度はな

かなかあがらないのが実態である。ガレキ処理はよう

やく44%が完了したが、なお半分以上が残る。避難生

活者はこの一年に10%ほど減っただけで、なお31万人

を超える方が避難生活を余儀なくされている。東京電

力の福島第一原子力発電所の原子炉事故に伴う放射性

物質の除染は遅れ、住民帰還も進んでいない。（日経

新聞2013.03.11）

自身の復興計画への関わり

　歴史的に見れば、東北の太平洋岸地帯は、古くは貞

観地震（869）に始まり、慶長地震（1611）、明治三陸

地震（1896）、昭和三陸地震（1933）など、これまで

繰り返し数多くの犠牲者を出してきた土地柄にある。

それでも、水産業や農業を生業とする人々の多くは港

に近い浜辺や平地を居住地として選択してきた。昭和

三陸地震後に進められた50箇所程の高台移転集落を見

ても、今回の被災から免れたものは限定されていた。

このような背景から、政府の「東日本大震災復興会議」

提言（2011.06.）は、「津波に遭わない安全な場所での

再建」という物的復興を第一の課題に取り挙げている。

　復興計画への自身の関わりを述べれば、縁あって、

国土交通省の「津波被災市街地復興手法検討調査」

（2011年度実施）にて、岩手県久慈市・洋野町ブロッ

クの作業監理委員として検討調査に関わる機会を得た

のが最初である。続いて、（財）民間都市開発推進機

構の都市再生研究助成事業採択を契機として、釜石市

鵜住居（うのすまい）地区において緑農地を生かした

「複合的な復興街づくり」の検討ワークショップに取

り組んできた。

　ここで「複合的」という形容詞を付した理由は、大

震災以前から被災地では人口縮減が続き、新日鉄釜石

の製鉄所の閉鎖なども重なり、経済社会的に疲弊して

いた地域であるためで、単なる市街地再興だけではさ

びれた街になる畏れが強く、緑農地等の地域資源を生

かして産業再生する仕組みを併せ持つ市街地再興手法

が必須であるとの考えによる。

　本稿では、以下、復興への地域戦略と政府の復興基

本方針について再整理したうえで、筆者の釜石市鵜住

居地区での経験をもとに、今後の展望と課題を探りた

いと思う。

　２．復興への地域戦略と政府の復興基本方針

復興への地域戦略（岩手県三陸地方）

　三陸地方の特性は、図−１に示すように、北上山地

から太平洋に流入する小さな河川流域が南北に連坦す

る「分散型地域構造」となっている点である。各流域

圏は独自の歴史文化も持ち、社会的には独立した存在

東日本大震災からの「複合的な復興まちづくり」の計画と実践
（釜石市鵜住居地区でのワークショップ活動）

芝浦工業大学システム理工学部教授　　松下　潤
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である。

　また、この地方は延長780kmにもわたる景勝に優れ

た海岸線を誇り、民宿も多い。世界有数の漁業資源に

も恵まれた地域で、漁業関係の仕事に従事する人々の

割合は人口の20%を占めるとされる。（政策投資銀行

資料）

　一方で、高齢化率は平均30%を超え、人口縮減も急

速に進んでいる。例えば、釜石市では、新日鉄釜石の

製鉄所合理化以降、これまでに人口は９万人から４万

人に減少している。

　経済のグローバル化が続く中で、従来のような地域

経済活性化シナリオ（高速道路建設⇒工業団地開発⇒

企業誘致⇒雇用確保）は簡単ではないと見なければな

らないだろう。

　今回の大震災の被災状況を、①生活・社会インフラ、

②住宅、③医療・福祉、④製造業、⑤観光業、⑥農林

水産業の分野別に整理したものが表−１である。今回

の大震災による被災は、どの分野とも沿海部に集中し

ている。それだけ津波の影響が大きいということであ

る。

　なかでも深刻なのは、②の住宅分野と基幹的な産業

である③の農林水産業分野である。前者では、狭小な

地形の中でいかに高台移転用地を確保するか、生活弱

者向けの災害公営住宅の建築をいかに促進するか、進

行する人口縮減の中で合理的な方策を見出す必要があ

る。後者では、漁場再生と水産加工業の振興は、地域

における雇用確保の必須条件である。

政府の復興基本方針

　「復興基本法」の成立（2011.06）と併せて打ち出さ

れた政府の「復興基本方針」の骨子は、①市町村主導、

②10年という復興事業期間設定、③防災・減災・暮ら

しの再生を重視、④財源措置（特区制度・交付金制度）、

⑤原子力災害からの復興、⑥復興庁の設置の６点であ

る。

　特に重要なのは縦割り行政の壁をなくす意図で設置

された復興庁の存在価値と資金（交付金）の効果的な

投入であるが、今後に期待するところが大きい。

　３．事例研究：緑農地を活用した複合的な

　　　復興街づくり（釜石市鵜住居地区）

鵜住居地区の被災状況と地域特性

　釜石市鵜住居地区は、リアス式海岸特有の東西に細

長い谷間を鵜住居川が太平洋に流入し、人々の生活や

生業の単位となる流域圏を構成している。その谷間に

津波が押し寄せ、海岸線より１−２kmの範囲が浸水

し、市街地や漁村集落に大きな被害がもたらされた。

　地域構造面から捉えると、図−２に示すように、①

鵜住居川の源流域の青ノ木地区、②上流域の農山村集

落である橋野地区と栗林地区、③下流域の住宅市街地

の鵜住居地区と片岸地区、④箱崎半島の海岸部の根浜

地区や箱崎地区の漁業集落から構成される。津波の被

図−１　三陸地方特性図（小河川流域圏群） 表−１　被災状況と地域戦略（岩手県）
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災地となったのは、③④の地域である。③の鵜住居地

区の中心にあった防災センターには津波襲来時に市民

が避難し多数の犠牲者を出した。小中学校では、先生

方の適切な誘導により児童や生徒全員が津波を逃れる

ことができた。‘津波てんでんこ’の伝承、即ち津波

が発生の知らせを聴いたら直ちに‘てんでに高台に逃

げよ’という教訓が生きた例とされる。

　地域資源から捉えると、①の青ノ木地区には南部藩

が江戸末期に導入した近代溶鉱炉跡があり、釜石市は

ユネスコの世界歴史資産に申請したいとしている。②

の橋野地区には小規模ながら産直センターがあり、観

光農業のソフト開発もなされてきた。④の海岸部の根

浜地区や箱崎地区は漁業の傍ら民宿と連携して観光漁

業にも取り組んできた経緯がある。

　また、②の観光農業者と④の観光漁業者は、大震災

前から連携し「A&F釜石グリーンツーリズム実行委

員会」なる組織を立ち上げ、一定の実績を残してきた。

複合的な復興街づくりが目ざすもの

　筆者は、この鵜住居地区の復興街づくりにおいて複

合的視点を持つべきであると考えた理由は、以下の通

りである。

　第一に、復興街づくりの検討段階では、①防波堤嵩

上げによる防災力強化、②市街地再興計画（区画整理、

防災集団移転、津波防災拠点整備事業等から構成）、

③津波被災伝承や避難訓練等による減災力強化といっ

た安心安全に係る諸要件を備える必要がある。

　第二に、このような諸要件を備えれば十分かといえ

ば、否で、産業再生や創生の仕掛けを市街地

再興計画に組み込む必要がある。これにより、

地域の活力を高め、人口縮減が続き、かつ高

齢化率も高いこの地域の社会経済的な長期的

な低落経傾向に歯止めをかけねばならない。

（このような点は全国の地方都市に概ね共通

する本質的な課題なのだが、この地域では津

波被災を契機にして対応策の検討がより早期

に進み、全国の先駆けとなることを期待した

いと思う。）

　４．ワークショップ活動の到達点と今後の課題

ワークショップ活動の到達点

　以上の趣旨から、釜石市地域振興部観光交流課の側

面支援を戴き、前掲図−２に示す各地区から総数で30

名ほどの有志の方々に参加いただき、2012年２月に

ワークショップを立ち上げ、同年９月まで延べ三回に

亘ってワークショップを開催した。その際は、コンセ

プター役を筆者が務め、事務局業務を（財）都市農地

活用支援センターに担ってもらった。（ワークショッ

プ活動の一端は、図−３を参照されたい。）

　私どもが早い段階から提案させて戴いたことは、前

述の鵜住居地区の地域特性に鑑み、「里山里海連携」

をもとに地域資源の活用を検討するという作業の枠組

　　　図−２　鵜住居地区の地域構造図

図−３　ワークショップ活動の一端

参加者には、近くを見る眼（自分の住む集落）だけでなく、
遠くを見る眼（鵜住川流域・箱崎半島エリア全体）、里山里
海連携の視点、来街者と居住者の視点から取り組むことを
話しあうようお願いした。ファシリテーターはNPO風波デ
ザイン。本学学生と自宅が全壊し家族が仮住まい中の東北
芸術工科大学学生がサポートした。
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みであり、中期的な課題として地産地消ビジネスや三

陸らしいブランドづくりを促進するという目標である。

　最初のうちは議論が殆ど噛み合わなかった。振り返

れば、震災後１年も立たない段階のことで、ガレキも

片付かず、当面の生活をどうするかという意識が参加

者の思考の中心にあり、将来の産業再生のことまでと

ても頭が回らないというのが実状であったと思う。

　幸いなことに、ほぼ同じ時期に箱崎半島の漁村集落

群の将来像を考えようというNPO法人「おはこざき

市民会議」（柏崎龍太郎理事長）が設立された。自身

としてその総会に参加する機会を得ることができたほ

か、各地域の活動組織を個別に訪問することで、私ど

もの考えが徐々にではあるが関係者に理解されるよう

になって行ったと感じる。

　ワークショップでは、将来の暮らしや地域産業のあ

り方に関して参加者に毎回アンケート調査を行った。

その結果をもとに、横軸に里山と里海の視点、縦軸に

来街者と居住者の視点を置いた「意識構造マトリクス

図」を作成し、その時間的な変化を追ってみた。

　巻末の図−４は、最終の第三回ワークショップ（2012

年９月）時のマトリックス図である。本図の中央部を

占めるものは、両地域の連携をもとに来街者のおもて

なしにも居住者の活力源にもなる複合的復興街づくり

を先導するエンジン機能である。参加者の総意として、

里山里海の交通結節点の鵜住居地区に「地域の楔」機

能を担う観光・産直交流拠点を設けようとする方向性

が生まれたことが、本ワークショップ活動の最大の成

果であると思う。

今後の課題

　今後の課題の中心は、上記の観光・産直交流拠点の

基本計画と事業化方策の検討であると考えている。

　現段階での見通しを述べれば、観光・産直交流拠点

に関しては、釜石市において観光交流を主体として拠

点施設の基本計画調査がなされる予定である。このよ

うなハコモノ投資が無駄にならないようにするには、

拠点施設のコンテンツの魅力付けが不可欠であること

はいうまでもない。基本計画調査と併行して、里山里

海連携による地産地消型の地域ブランドを国内外に広

める仕掛けづくりと人材育成を促進する必要があると

考える。このため、農林水産省の農村漁村振興策とも

協調しながら、ワークショップの組織体制を生かして

地域協議会の結成を進めているところである。

　以上のとおり、複合的な復興街づくりは、お陰さま

で第一歩を踏みだそうとする段階に到りました。この

間終始ご支援戴いた地元の皆さま方、ワークショップ

にもお越し戴き、励まして下さった復興庁及びUR都

市機構の関係各位に、本紙面を借り心より御礼申し上

げます。引き続きましてご支援、ご協力賜わりますよ

う、何とぞよろしくお願い申し上げます。

図−４　参加者の意識構造マトリックス図（最終ワークショップ時点）
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　取り組みの背景

１．サービス付き高齢者向け住宅制度の創設とその背景

　高齢化が急速に進む中で、高齢の単身者や夫婦のみ

の世帯が増加しております。介護・医療と連携して、

高齢者を支援するサービスを提供する住宅を確保する

ことが極めて重要であるにもかかわらず、サービス付

きの住宅の供給は、欧米各国に比べて立ち後れていま

す。このような我が国の現状を打破するため、国土交

通省は、諸外国に比べ、高齢者住宅が不足していると

して、2020年までにサービス付き住宅の割合を欧米並

み３〜５％に高めるための主要施策として、「サービ

ス付き高齢者向け住宅」を2011年11月にスタートさせ

ました。サービス付き高齢者向け住宅の供給促進につ

いては政府の新成長戦略にも盛り込まれており、今後

10年間で60万戸を目標に整備する方針を示していま

す。

　施策を急いでいる背景には、高齢者人口の増加と高

齢者単身･夫婦世帯の急激な増加が挙げられます。

　①�今後10年間（2010年⇒2020）は高齢者人口は約

2,900万人から約3,600万人に増加

　　�高齢者単身・夫婦のみ世帯が約1000万世帯から

1250万世帯に急激な増加

　②�同居家族の代わりとなる生活サービスが受けられ

る住宅が少ないこと

　本来同居家族がいれば可能な在宅での介護も特別養

護老人ホーム等の介護施設への入居申込となって現

れ、待機者の増加を招いている。国土交通省が新たに

供給を図ろうとしているのは、こうした家族に代わる

サービス（見守り、生活相談等）を提供する高齢者向

け住宅が求められています。

２．農家への新たな資産活用の提案

　都市農家の大半は農地の一部を宅地転用し、アパー

トや駐車場等土地資産活用により、多額の税負担に対

応しており、そのことで都市農地の保全の支えになっ

てきました。しかし、近年の少子高齢化に伴う若年世

代の減少により築年20年以上の物件では、空室率が

15％を越える物件が５割前後と、これらに代わる新た

な将来性のある資産活用がもとめられています。

農を楽しむ サービス付き高齢者向け賃貸住宅
モデルプロジェクトと普及・促進の取り組み

財団法人　都市農地活用支援センター　計画部長　　橋本　千代司

全高齢者における介護施設・高齢者住宅等の定員数の割合
農家アパート 築年数／物件ごとの空室率
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　研究会による「農を楽しむ サービス付き高齢者

　賃貸住宅」の検討

　「農」は高齢者に趣味としての楽しみをもたらすだ

けでなく、社会とのつながりや生きがいを持って健康

で豊かに暮らすうえで大きな役割を果たし、それは介

護や医療への社会的な負担の軽減という恩恵をもたら

します。

　「農を楽しむ サービス付き高齢者向け賃貸住宅」は、

このような状況において大きな効果をもたらすと考え

られ、財団法人都市農地活用支援センターは、これを

実現するため平成23年８月に、座長　三浦研氏（国土

交通省委員会委員）、東京都都市整備局、ＵＲ都市再

生機構及び東京都農住都市支援センターをメンバーと

する研究会を設置し検討を重ねてきました。

　そして、「農を楽しむ サービス付き高齢者向け賃貸

住宅」の需要が長期的に見込まれ、大きな土地所有者

でなくても、農家が取組むことのできる規模と方法で

リスクの少なくかつ地域にも貢献する有望なものとし

て、これを実現し、その供給を促進するため実際にモ

デルプロジェクトを提案することとしました。

　『農を楽しむ サービス付高齢者賃貸住宅』

　モデルプロジェクト

（１）提案する理念

　普通の高齢者・誰でもが負担できるリ－ズナブルな

費用で、安心と、自然を友とする豊かなセカンドライ

フを可能にするサービス付き高齢者向け住宅 を基本

理念としています。

 ・農ある暮らしを楽しむ

　�　農家の所有地に賃貸住宅の建設と農業体験農園を

併設し、入居者に農ある暮らしを提供します。

 ・�安否確認・緊急対応と生活相談サービス付き。いざ

という時にはヘルパーや警備会社の職員が駈けつけ

てくれます。（生活相談と見守りの確保）

 ・農を介して仲間との交流を楽しむことができます。

 ・自由な生活を楽しむことができます。

 ・�普通の高齢者・誰でもが負担できるリーズナブルな

費用で入居できます。

（２）農家の資産活用としての賃貸住宅

１）農家にとってのメリット

　農家の所有地にサービス付き高齢者向け賃貸住宅と

農業体験農園を併設運営することにより、農家にとっ

て以下のようなメリットが考えられます。

・�一般的な農家（3～ 5反、20戸～ 30戸程度）での建設・

経営も可能です

・�新規建設でなく、既存のアパートのリフォームによ

る計画も可能です。

　当センターは、手作りの計画支援や国庫補助制度の

活用等により、既存アパートのリフォームによる「サー

ビス付き高齢者向け賃貸住宅」の支援を提案します。

・�超高齢社会を迎え入居者増大が見込まれるため、空

室リスクが少なくて済みます

　�前述したように、若年世帯の減少と、都心回帰傾向

が強まる中、若者向けの単身住宅等は年数の経過と

ともに空室が増加し、経営が圧迫されているのが現

状です。

・�体験農園経営と結び付けて経営することにより、前

述したように農地の保全も可能です。

・�農家自身が自らそのサービス提供主体となる場合

は、その収入を見込むことが出来ます。農家自身が

必須サービスの提供主体となり、サービス付き高齢

者向け賃貸住宅収入の他に収入につなげることも可

能です。

２）「農を楽しむ」ことについて

　当センターのモデルは、サービス付き高齢者向け賃

貸住宅に入居してもらうことに加えて、農を楽しみな

がら住宅近接する生産緑地等を活用することにより、

農との触れ合いや仲間との交流により入居者の豊かな

生活を実現することを目標としています。
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　その際、併せて入居者以外の利用者も取り込むこと

により体験農園方式の農業経営を取り入れることがで

きれば農家の経営の一助となり、都市農地の保全にも

つながり、ＪＡグループ等と協力し積極的に支援した

いと考えています。

（３）モデルプランの概要

１）建物計画

　　敷地規模：2,500㎡程度

　　（建物敷地1,5000㎡＋農園1,000㎡）

　　建物：鉄骨造２Ｆ

　　延床面積1,160㎡ＥＶ付

　　（部屋の広さ 26㎡ 18戸、40㎡ 7戸）

２）�上記計画で都内近郊を想定して事業試算

　　概算事業費：240,000千円程度

　　農家地権者の収益予想･税引き前余剰金

　　4～５百万円/年

３）入居者の生活

　�　下図の通り、体験農園での農作業で仲間との交流

を楽しながら、普通の高齢者誰もが、自由な生活を

楽しむ事の出来る空間を具体的にイメージしていま

す。

　�　又、誰もが負担できるリーズナブルな費用で入居

できることを想定しています。

　�　市場家賃を勘案し上記の試算によると家賃等は、

77,000円／月（必須サービス、アグリライフサポー

ト含む）となり、例えば食費・介護・医療費を含ん

で、合計が凡そ14.5万円程度／月となります。これ

は都内の平均年金受取額16.8万円／月以内に収まり

ます。

（４）住宅支援サービスの提供

　必須サービス（安否確認、生活相談）については、

当センターのコーディネートにより地域の介護・看護・

福祉の専門家グループ等との連携・協力により体制の

構築をします。

　必須サービスの提供は警備保障会社との協力・分担

により、ヘルパー２級の資格保有者であれば特別な経

験がなくても対応可能ですので、もしも、農家自身が

自らそのサービス提供主体となることを希望する場合

は、その収入を見込むことが出来きます。希望によっ

ては、農家自身が必須サービスの提供主体となること

も可能としており、前述のようなサービス付き高齢者

向け賃貸住宅収入の他に収入につなげることも可能と

なります。

　更に、ご自宅に近いこのサービス付き高齢者住宅に

農家自身の高齢者のご家族が入居することも考えられ

ます。
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（５）アグリライフ・サポート事業

　農家の資産活用として小規模な賃貸住宅を建てた場

合、管理体制が明確になっている有料老人ホームや特

別養護老人ホームと異なり、初期に利用者のコミュニ

ケーションやルールづくりを行うことが重要です。

アグリライフ・サポート事業は、地域のNPO等の協

力を得ることで多世代交流などさまざまな仕組みを導

入できる可能性も視野に入れ、コーディネーターや専

門家の協力でスムーズな運営を目指すものです。この

ことによりコスト抑制につながる人材の確保等が可能

と考えられ、その仕組みを検討するとともに、この他、

菜園等に必要な施設整備を含め、センターが行う支援

事業〈アグリライフ・サポート事業〉の内容について

モデル事業のなかで検討を予定しております。

　当事業につきましては、平成24年10月より、ＪＡを

通じたパートナー（農家）の募集を始め、この平成25

年２月には、センターホームページに『農を楽しむ 

サービス付高齢者向け賃貸住宅』のページを新設し

ました。ご覧ください。（http://www.tosinouti.or.jp/

house.html）

　本内容について、お問い合わせ等ございましたら下

記宛ご連絡・ご相談下さい。

（財）都市農地活用支援センターTEL.03-5823-4830　

soudan@tosinouti.or.jp



●都市農地とまちづくり−第68号― 15 ―

　はじめに

　当社は、平成23年４月１日に設

立された民間企業です。ご存知の

通り、日本の農業は多くの課題を

抱えており、解決すべき課題や乗

り越えなければいけない壁などが

数多くあります。そういった中当

社は、継続的な農業経営や農地の維持を行うためには、

都市住民の関与が必要不可欠だと考え、「都市と農業

をつなぐビジネスモデルの構築により、日本の農業の

活性化・効率化を目指す」を企業理念として掲げてお

ります。また、当社内には、専業農家で農業をやって

いた社員もおり、農業の現場を理解した上で、事業を

展開しております。

　会社設立後は、最初の事業である農家と消費者をつ

なぐ農業体験イベント「ノウジョウシェア」の提携農

家を探すため、首都圏の200軒程の農家さんを訪問し

ました。農家さんとの提携先確保後、平成23年７月に

事業を開始いたしました。各種メディアで取り上げら

れたこともあり、徐々に顧客も増え、約１年半で延

600人程度の方にイベントに参加をいただいておりま

す。主な顧客は、小さなお子さんを持つファミリーや

若い女性グループなどです。インターネットのみで情

報を出しているのですが、今では、定員いっぱいまで

申込みが入り売り切れてしまうイベントも少なくあり

ません。農業や食に興味を持つ層の広がりを、身を持っ

て実感しております。

　その後、ノウジョウシェアの体験イベントを発展さ

せ、小規模ながらも自らの畑を持ち日常的に農作業を

行いたい、都市住民向けのサービスとして、以前より

構想を持っていた、サポート付市民農園事業「シェア

畑」を開始いたしました。

　実現したい構想

　現在、耕作放棄地が社会問題となっており、農林水

産省の数字によると全国で40万ヘクタールにも上ると

されております。弊社の調査によると、農業委員会が

耕作放棄地として農地の中にも、ほとんど作付の行わ

れていない実質耕作放棄地も数多くあります。今後も

この傾向に歯止めがかかる様子はなく、後継ぎや借り

手がおらず、農地を自ら維持できない農地所有者が更

に増えていくことが予想されております。

　こういった遊休農地が多くある一方、都市住民の野

民間企業による新たな市民農園等への取り組み
（株）アグリメディア　　諸藤　貴志

写真１　ノウジョウシェア

図表１
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菜作りや農業への興味は年々高まっております。当社

は、市民農園という事業モデルを構築することでこの

両方のニーズに応え、農業をより多くの方に理解して

もらう為の場を広げていくことを目指しております。

小さい面積の畑と言えども、自ら農作業をすることで、

農産物や生産者への理解も深まります。また、お子さ

んがいる場合には、食育にもつながります。

　また当社は、都市農地の保全という観点からも、新

たな農業経営の一つとして市民農園が有効な手段であ

るという理解をしております。いくら農地を維持しよ

うと思っていても、自ら耕作できない場合や固定資産

税などの負担（宅地並み課税の場合）により、そうで

きない場合も少なくありません。都市型の農地である

からこそ、地域から必要とされる市民農園を経営する

ことで、農地を維持できる収入を得ることも可能にな

ります。また、市民農園は農園の周辺地域の新たなコ

ミュニティとしても機能する可能性が有ります。

　当社は、「畑で楽しむ時間」が、フィットネスクラ

ブやカルチャースクールのように、都市住民のライフ

スタイルの中で一般化することを目指しております。

また、それを後押しする制度も徐々に整いつつあると

思っております。当社はそういった制度を活用し、よ

りよい農業経営のサポートを行っていきます。

　事業開始までの課題

　当社は、平成23年９月より、農地所有者、農林水産

省、各自治体等にヒアリングを開始し、事業検討を始

めました。事前に、家庭菜園等のマーケットの急拡大

については把握しておりましたが、農地を都市住民に

使ってもらうための法制度およびその運用についての

理解が当初足りておりませんでした。

　色々と調べていく中で、現実的に市民農園という形

を広めていくには、特定農地貸付法を活用していく必

要があるということが分かりました。この他にも、農

園利用方式という形や、市民農園整備促進法などの制

度もありましたが、どちらも現在の農地所有者の置か

れている状況や、制度の運用状況からいっても普及す

るには難しい点が多くありました。

　また、特定農地貸付法の認可を受けるに当たっても、

民間企業が関与する市民農園でこの制度を使っている

例もまだ少なく、自治体へのヒアリングにおいてもそ

の反応は千差万別でした。農地所有者が市民農園の経

営を行った場合の収支構造が、一般的な農産物の生産

を行った場合の収支構造と大きく異なっていることも

あり、民間の市民農園の普及が、既存の生産者へ悪影

響を与える、という懸念を持つ自治体もありました。

　また土地を扱う以上、農地法以外にも、都市計画法

や固定資産税や相続税などの税制も密接に関連してお

り、その制度理解も踏まえて農地の利用計画を考える

写真２　農園の様子

写真３　宣伝用チラシ
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必要があります。

　こういった点を、各行政と情報交換しながら、一つ

ずつクリアしていくことで、ようやく第１号農園を川

越市、２号農園を平成24年に横浜市で開園することが

できました。今春には、埼玉、東京、神奈川で更に６

農園の開設を予定しております。その中には、生産緑

地や、宅地化農地（宅地並み課税の農地）などもあり

ますが、全て特定農地貸付法に基づく認可を受けてお

ります。

　サポート付市民農園「シェア畑」の特徴

　当社が、運営するサポート付市民農園「シェア畑」

には、今までの市民農園と違う点が数多くあります。

具体的には、

１．菜園アドバイザーが農園に勤務しており、栽培指

導を行う。

２．農具、資材、肥料、種・苗など全てが揃っており、

利用者は手ぶらで来ることができる。

３．収穫物等を使った、利用者が交流する季節のイベ

ントが開催される。

などです。

　特に、１．２．の特徴が今までの市民農園と違い、

新たな利用者層を生んでおります。行政等が運営する

市民農園の利用者は50歳代以上がメインの利用者です

が、当社の運営する市民農園は、30 ～ 60歳代まで幅

広い利用者層がいるのが特徴です。やはり、利用者の

声を聞いていると、一から自分で勉強して準備したり、

農園まで肥料や資材を運ばなくてはいけないことが、

今までハードルとなっていたようです。

　栽培指導においては、農作業の基本となることや、

各品目毎の栽培方法、作付図面などを示した、栽培テ

キストの交付なども行っています。農園での実演講習

も定期的に開催しています。そういった意味では、た

だ畑を使うというよりは、農作業のノウハウや細かな

サービスもセットにして提供している、という点が今

までの市民農園との違いかもしれません。利用者の中

には、将来就農を目指す方や、郊外でもっと大きな畑

を借りる予定の方もいます。

写真５　農具小屋

写真６　イベント

写真４　栽培指導の風景
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　郊外型市民農園への取組み

　都市型農地を活用するサポート付市民農園「シェア

畑」をやる中で、先述の通り、もう少し大きい農地を

借りて本格的に畑をやりたい利用者（主にシニア層）

がおり、そういったニーズに応える為に、現在当社は、

１区画当たりの面積を大きくした郊外型の市民農園も

現在検討しております。そもそも当然都市部より郊外

に農地および耕作放棄地は多くあり、その担い手とし

て、これから非農家のシニア層が大きな役割を果たし

ていくことが可能だと当社は考えております。

　特定農地貸付法では、借受者１人当たりへの貸付面

積は1000㎡未満とされています。当社が今まで聞いて

きたシニア層の意向としても、農業収入で生活してい

くことは求めておらず、多少の収入と充実した毎日を

送りたい、というのが一般的なニーズです。それなり

に時間を使って耕作したいということからも、300 ～

1000㎡くらいの畑を求めるニーズです。現在こういっ

たニーズは、農地法上の許可なく農地所有者から直接

借りているのが一般的です。神奈川県の中高年ホーム

ファーマー制度などが、これに応える先進的な取組み

ではないかと思います。

　既存の市民農園より大きな面積の貸付を行う場合の

一つのリスクに、借受者が耕作できなくなった場合に、

結果的にその農地が荒れてしまうということがあげら

れます。当社は、そうならないように、管理者として

しっかり耕作者をサポートし、利用者が利用を辞めた

場合にも次の利用者を見つけることで、継続的に大き

な農地面積が耕作されることを目指します。

　大きな区画の市民農園の場合は、自家消費用を大き

く超える収穫量が当然ありますが、自家消費用を超え

る分については、販売することも可能となっておりま

す。一方で、特定農地貸付法では、営利目的での耕作

は禁じられています。今後、特定農地貸付法に基づき、

上記のような市民農園を行う場合は、この「営利目的」

の定義についてが、一つの課題となります。今後も、

様々な制度提案も行っていきながら、郊外の大きな耕

作放棄地を活用する事業を模索していきます。

　今後の取組み

　当社は、郊外型市民農園のみならず、今後農業を活

性化する様々な事業を行っていきます。平成25年４月

には、埼玉県日高市にて、食と農のエンターテイメン

ト施設「朝採れファーム高麗郷」という施設をオープ

ンいたします。これは、農産物直売所、農業体験施設、

市民農園、食の加工体験施設、飲食施設などの様々な

用途からなる、農業複合施設です。おかげさまで、日

本経済新聞含め、様々なメディアに取り上げていただ

き、オープン前から注目していただいております。こ

の事業も、継続的な運営をしないことには、生産者や

地元へ迷惑をかけてしまうだけです。継続的な運営を

行い、農業や食を通じて地域を活性化することに寄与

する事業スキームを確立できればと思っております。

　当社はこれまで、農業体験事業、市民農園事業を通

じて、農地制度、都市計画制度、税制などについての

理解を深めてきました。その理解を踏まえ、今後の農

地利用について、新たな取り組みや制度提案を積極的

に行っていきたいと考えております。これまでの歴史

的背景による問題点や、解決しがたい課題も多いです

が、当社が社会のニーズに合致した事業を行い、少し

でも今後の農業の発展に寄与できればと思っておりま

す。

図表２
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　１　はじめに

　東京は、行政機関や企業が集中

し、特に高度経済成長期から都市

化が急激に進み、多くの農地が工

場や住宅地として開発されて、都

内の農地や農業者は大きく減少し

てきました。

　しかしながら、東京の都市農業は限られた農地を有

効に活用し、大消費地を抱える都市の有利性を活かし

て、野菜や花、植木などの生産が盛んに行われていま

す。また、都市農業は、都民に新鮮で安全・安心な農

畜産物を提供するだけでなく、緑の多い農地は、都民

生活に潤いや安らぎを与えるとともに、環境の保全や

防災などの多くの機能を果たしています。

　東京都では、都政の重要な課題として「水と緑の回

廊で包まれた美しいまち東京を復活させる」ことを掲

げ、都市空間を再生し、潤いある美しい都市景観を創

出するため、都市農地などの緑を保全する取組を進め

ています。

　しかし、都市農地は農業者の相続発生などを契機に

農地が転売されることにより、近年も減少を続けてお

り、農業・農地の果たす多面的機能が損なわれること

が懸念されています。

　このため都では、東京の貴重な都市農地を保全する

ため、都市と農業・農地が共生するという考えに立ち、

｢農業・農地を活かしたまちづくり事業｣ を創設し、

農業者と都民、行政が一体となって行うまちづくり活

動や取組に対して支援しています。

　２　まちづくり事業の概要

　「農業・農地を活かしたまちづくり事業」は、農業・

農地の持つ多面的機能を発揮するとともに、良好なま

ちづくりに寄与する施設の整備や情報発信等を実施す

るものです。

（１）まちづくりガイドラインの作成

　都は、事業の実施に先立つ平成19年度に、都市と農

業・農地が共生する考え方を示し、農業者や都民、行

東京都農業・農地を活かしたまちづくり事業について
東京都産業労働局農林水産部農業振興課　農業基盤整備担当課長　　朝長　信次

東京都の農地面積及び農家数の推移
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政などが一体となって農業・農地を活かしたまちづく

りを行い、都市農地の保全を実現している優良事例を

紹介するとともに、地域住民が参画したまちづくりの

プランの作成とその取組を進めていくための指針を示

した ｢農業・農地を活かしたまちづくりガイドライン」

を作成しました。

（２）まちづくりモデルプランの策定

　都のガイドラインを参考に、地域住民との連携によ

る都市農地の活用や保全方法の確立、農業・農地を活

かしたまちづくりの波及効果などを検討するため、６

区市（練馬区、国分寺市、西東京市、日野市、立川市、

国立市）を対象にまちづくりモデルプラン策定を支援

しました。

　まず、区市においては、地域の特性を活かし農業・

農地の持つ多面的機能を発揮するためにどのような事

業を展開するか検討することとし、農業者や地域住民、

関係団体、行政の関連部署などの参画を得て、農業・

農地を活かしたまちづくりモデルプランを策定しまし

た。

（３）まちづくり事業の実施

　６区市では、モデルプランを策定したのち、４年間

で農業・農地の持つ多面的機能を発揮するための施設

の整備に取組み、都では、農業と地場の商工業などと

の連携や地域の活性化を図るため農産物直売所や加工

施設、レクリエーションを促進し、地域コミュニティ

や教育機能を持つ体験農園や学童農園、安全・安心な

まちづくりに寄与する防災兼用農業井戸、景観形成や

歴史文化の伝承のために農業用水路の親水化などの整

備を支援しています。また、あわせて地域住民への農

業情報の提供と農業者との相互理解を促進するため、

農業・農地を活かしたまちづくりの方向

まちづくり事業のイメージ図

事業パターンと各区市の事業実施状況等
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パンフレットやＰＲ等の広報活動にも支援していま

す。

　３　６区市で取り組んでいる農業・農地を活か

　　　したまちづくりの事例

　６区市が本事業で実施している、多面的機能を発揮

している取り組みはさまざまなものがあり、そのうち

代表的な事例を紹介します。

（１）練馬区　｢橋戸田んぼ｣ の復元

　練馬区では、農業・農地が持つ教育的機能を発揮さ

せるため、かつて地域にあった水田の復元を行い、近

隣の小学校生徒による米作り体験学習と収穫体験の場

として活用しています。その栽培指導や水田の管理

は、地域住民や農家が管理組織を立ち上げ実施してい

ます。

（２）国分寺市　農産物直売所と植木展示テラスの設置

　国分寺市では、地場産の野菜や花を住民に提供し、

地産地消を進めるため、ＪＡ農産物直売所の改修を行

い、あわせて農業者の紹介と生産情報やイベントのお

知らせを行う案内板を設置しました。同時に、地元特

産の植木などの情報発信を行うため、植木を植栽した

屋上テラスを整備し、市民に開放することで季節ごと

の花などを楽しんでもらっています。

（３）西東京市　緑のアカデミーの実施

　西東京市では、農業者と市民がふれあえるイベント

として、植木生産農家の圃場で、農家が指導する植木

のアレンジメント教室を開催するとともに植木職人の

技を紹介する取組を行っています。毎回多くの市民が

参加し、植木に対する認識が高まってきています。ま

た、植木農家においても市民との交流をきっかけにし

て、地域活性化の機運が高まってきています。

練馬区　復元した水田公園

練馬区　水田での小学生による田植え体験

国分寺市　地場産野菜などの直売所

国分寺市　市民に開放されている植木展示スペース
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（４）日野市　ファーマーズセンターの設置

　日野市では、農業情報の発信拠点としての機能を持

ち、あわせて農業者と市民が交流できる地域のコミュ

ニティの場としてファーマーズセンターを設置しまし

た。センターでは、地場産農産物の販売や援農ボラン

ティアの養成講座を開講するとともに、市民を対象と

して園芸教室や日野産野菜を使った料理教室などの講

座を実施しています。

（５）立川市・国立市

　両市とも、平成22年度にモデルプランを策定し、23

年度に事業実施計画の検討・策定、24年度から本格的

に農業・農地を活かしたまちづくりのための施設整備

や推進事業を開始しています。それぞれ農業者や農業

団体と協力して、農業理解のためのPRや農の散策路

の開設、農産物の販売のためのマルシェの開催などに

取り組んでいます。

　４　今後の展開

　今後は、６区市が現在実施している本事業での取組

や活動の内容を検証し、その効果を広く他の区市に紹

介していくことで、農業・農地を活かしたまちづくり

を拡大していく予定です。

西東京市　緑のアカデミー　職人の技の紹介（根巻き）

西東京市　緑のアカデミー　植木アレンジメント教室の実施

日野市　ファーマーズセンターの開所
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　横浜市は、人口約370万人を擁する大都市でありな

がら、県内有数の農業産出額を誇っています。農地面

積は3,139haで、市域面積の7.2％を占めます。農地が

残った要因としては、まちづくりの骨格として、農地

や樹林地を主体に、積極的に市街化調整区域を設定す

るとともに、農業振興地域の指定とあわせて、本市独

自の施策である農業専用地区制度により、総合的、計

画的に都市農業の振興を図ってきたことが挙げられま

す。

　一方で、横浜市においても他都市と同様、農業者の

高齢化、後継者不足等により、耕作放棄地の拡大が進

むなど課題を抱えています。

　また、近年、市民の環境に対する意識が高まり、農

地や山林を含む自然的空間に対する関心やニーズも高

くなっており、身近に農を感じることのできる農業体

験イベントや直売所で新鮮で安心な農産物を購入でき

る地産地消など、「農とのふれあい」への市民ニーズ

が高まっています。

　このような市民ニーズに応える「市民と農とのふれ

あい」については、既に平成2年3月に策定した「横浜

市都市農業総合計画」に「“農”のあるまちづくり」

を推進する施策の一つとして位置づけて、取り組みを

進めてきています。

　横浜市都市農業総合計画では、基本目標を「“農”

のあるまちづくり」と定め、この目標を全市的に実現

することにより都市農業が果たしていく役割は

　■新鮮で安全な農畜産物の供給

　■地域の自然的環境の保全

　■�レクリエーション・教育・福祉の場、地域文化の

形成

であるとし、それらは一体となって発揮されるものと

しました。

　その後、この計画を反映して、市総合計画「ゆめは

ま2010プラン」において、「恵み豊かなふるさとづくり」

を目指す施策として体系を整理し、

　●横浜型都市農業の振興

　●農地の保全とふるさと景観

　●市民と農とのふれあい

を進めていくこととしました。

　その具体策として、平成11年にスタートしたのが「恵

みの里整備事業」です。

　「恵みの里」とは

　恵みの里とは、市民と農との交流を通じて、地域ぐ

るみで農業振興を図り、農地の保全や活力ある地域農

業が安定的に営まれ、多くの恵みを市民にもたらすこ

とを目的として、横浜市が指定した事業推進エリアで

す。

　地域が一体となって取り組む活動に対して、横浜市

が支援することにより「“農”のあるまちづくり」を

進めるための、総合支援型農業施策となっています。

対象地区は、まとまりのある農地を中心に、周辺に点

在する生産緑地や山林までを含めた地域で、地域農業

者が主体となって組織化を図り、事業に取り組むこと

が可能なエリア（人的に地域としてまとまりがあるエ

リア）としています。よって、市街化区域、調整区域

などのエリアにとらわれず、地域の事情に応じた地域

設定になっています。

　恵みの里整備事業では、市民農園や観光農園の整備、

農産物直売所の整備等のハード事業を行う一方で地域

住民を対象に農業教室や農産加工教室といった農体験

教室の開催、農産物直売会等による地産地消の推進や

地域農業のＰＲなど、市民に広く「農」にふれあう場

を提供することにより、地域ぐるみで地域農業の振興

を図っています。

横浜市恵みの里事業への取組みと課題
～市民と農家がともに育む農ある都市横浜を目指して～

横浜市環境創造局農地保全課
横浜市環境創造局北部農政事務所
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　恵みの里の候補地の選定にあたっては、

　①まとまりのある農地があること

　②�地域農産物の生産振興を図る必要がある地域であ

ること

　③特色のある地域資源を有する地域であること

　④市民が様々な形で農との交流ができること

を判断材料に、14地区をリストアップし、その中から

総合的に判断して、10地区の候補地を選定しました。

　指定地区

　10地区の候補地のうち、現在、恵みの里の指定を受

け、活動しているのは田奈地区（青葉区、緑区）、都

岡地区（旭区）、新治地区（緑区）の３地区です。

①田奈恵みの里

　「田奈恵みの里」は、青葉区・緑区の一部に位置

し、平成11年に恵みの里第１号地として指定された約

1,600haの地域です。運営する田奈恵みの里推進委員

会は、交流部会、直売部会など４つの部会で構成され

農体験教室など様々な活動を行っています。平成14年

にはシンボルマークを一般公募により選定し、市民に

親しまれています。

②都岡恵みの里

　「都岡恵みの里」は、市内の西側中央部、旭区内に

位置し、横浜農協都岡支店管内の約1,820haの地域で

す。

　農業の中心は旧下川井土地改良区や上川井農業専用

地区といった集団的地区及びその周辺からなる地域で

す。農地や住宅の周辺には山林があり、北部には緑の

７大拠点に位置する「よこはま動物園ズーラシア」、

活動拠点の１つである下川井地域では、追分市民の森

と集団農地が一体となって緑豊かな環境が保たれてい

ます。

③新治恵みの里

　「新治恵みの里」は、新治市民の森や新治里山公園

及び周辺の谷戸地域、恩田川・梅田川沿いの水田・畑

を中心とした約160haの地域です。市民に農の大切さ、

おもしろさを知っていただくために、体験水田や直売

イベントなど地元農家が主体となり様々な活動を行っ

ています。

　具体的な取組み事例

１　農体験教室

①体験水田教室（田奈、都岡、新治）

　体験水田は３地区で行われています。

　参加は家族単位で、田植え、夏の草取り（かかしづ

くり）、稲刈り、脱穀・籾摺り、収穫祭までの一連の

作業を体験します。

　また、田奈地区では、生物多様性について学ぶため、

夏の草刈り時期にあわせて、教室参加者による生き物

調査を平成24年度から行っています。

②�小麦作り教室（都岡、新治）、さつまいも作り教室（都

岡、新治）

　小麦作り教室では種蒔きからうどん作りまでを、さ

つまいも作り教室では植付けから収穫までを体験しま

す。

恵みの里エリア図・市内北西部の３区に位置する

各地区のシンボルマーク



●都市農地とまちづくり−第68号― 25 ―

２　農産加工教室

　各地区で特色のある農産加工教室を開いています。

　・田奈地区

　　�　味噌作り教室、よもぎ団子作り教室、桜もち作

り教室、こんにゃく作り教室

　・都岡地区

　　　うどん作り教室、漬物教室

　・新治地区

　　　うどん作り教室、お盆料理教室

田奈恵みの里・体験水田教室「田植え」 新治恵みの里・にいはる長屋門朝市のようす

都岡恵の里・小麦・うどん作り教室「麦刈り」

都岡恵の里・体験水田「餅つき」

田奈恵みの里・四季菜館（直売所）・蔵のリニューアルオープン

新治恵みの里・JR横浜線沿いの田に広がるレンゲ
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３　地場産農産物の直売

　田奈地区では農産物直売所を整備し、新治地区でも

朝市を開催するなど定期的に農産物や加工品の直売を

行っています。また、これらの直売所や臨時に設けた

直売所（都岡、新治）で、年に数回、恵みの里や地場

産農産物の消費PRイベントを開催し、市民との交流

を深めています。

４　農景観保全作物の栽培

　農景観を保全するため、恵みの里エリア内の水田に

レンゲ、あぜみち等にはヒガンバナを植え、訪れる市

民の目を楽しませています。

　・�レンゲの栽培（田奈、新治）、ヒガンバナの栽培（田

奈、都岡、新治）

　活動への支援

　横浜市では、これらの活動に対して、支援を行って

います。また、恵みの里ＰＲ看板の設置や省力機械の

導入、交流施設整備等への助成も行うことにより、地

域における農業継続の支援や市民との交流を活発にし

て、地域農業の活性化を図っています。

　今後の課題

　恵みの里整備事業は総合的な支援メニューとなって

おり、市民農園、観光農園の整備、農産物直売所の整

備等と併せて市民との交流も進め、地域ぐるみで農業

振興を図り、農地の保全や活力ある地域農業が安定的

に営まれ、多くの恵みを市民にもたらすことを目指し

ています。現在の事業内容は、市民交流イベントの開

催等ソフト事業が主体となっており、施設整備等の

ハード事業は関連する施設の活用も含めて構想してい

ることや資金や土地の制約などから大幅には進んでい

ないのが現状です。また、恵みの里事業により地域農

業がどの程度、活性化されているのかについては数値

として把握しきれていません。

　また、恵みの里候補地10地区のうち、現在、指定さ

れているのは３地区にとどまっています。今後、新規

地区の指定に向けて事業推進を図っていく必要があり

ますが、事業推進にあたっては、まず、地元の農業者

を中心とする推進組織を立ち上げる必要があります。

ところが農業者の高齢化、後継者不足など、地域がま

とまりにくい状況もあります。恵みの里事業は、農家

の後継者不足や耕作放棄地等の課題解消の一助になる

面もありますが，現実的には、このような問題が、事

業推進の課題となっている面もあります。

　この事業は、従来からの「面」をとらえて整備する

手法に替えて、一定の地域の中で実施する農体験の場

をネットワークすることにより、「拠点」から情報発

信することで、地域の活性化を図ろうとするものです。

時代にあった事業手法として良い点もありますが、前

述のような課題もあります。

　「食と農」への関心や農とのふれあいを求める市民

の声の高まりに応えるためにも、市民と農との交流拠

点である恵みの里の事業推進は重要であり、農にふれ、

楽しんでもらう機会をより多く提供するためにも、現

在抱えている課題の解決に向けてさらに事業手法の検

討を進める必要があると考えます。
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　平成25年度税制改正内容について

　平成25年度税制改正の大綱が平

成25年１月19日に閣議決定されま

した。そこで、その内容のうち都

市農地所有者の方々に影響がある

と考えられる項目について簡単に

ご紹介することとします。

　１　相続税の基礎控除引下げと

　　　税率引上げによる増税

　相続税には次のような基礎控除があり、配偶者と子

供２人の場合には被相続人の純財産額が8,000万円以

下であれば相続税が課税されません。この基礎控除額

を次のように40％減額することが予定されています。

また、相続税の最高税率は３億円超の部分で50％とさ

れていますが、改正案では６億円超の部分を55％とし、

２億円超３億円以下の部分についても40％から45％に

引き上げるとしています。都市農地所有者にとっては

かなり厳しい相続税の増税となる改正案となっていま

すが、次のような減税も予定されています。

　〔現　行〕　5,000万円＋1,000万円×法定相続人数

　〔改正案〕　3,000万円＋  600万円×法定相続人数

　２　小規模宅地等の特例の拡充

　相続税の増税の一方で、都市部の土地所有者に配慮

して居住用宅地等の240㎡以下の部分80％減額する特

例の面積を330㎡以下に引き上げるとともに、特定事

業用等宅地等の400㎡以下の部分を80％減額する特例

と全面的に併用できるようにすることが改正案に盛り

込まれました。農業経営者の方々にとっては、農地の

納税猶予の適用対象外となっている農業用機材置場等

の倉庫での適用が可能な場合には非常に大きな減税効

果となります。この場合には被相続人とこれらの敷地

を相続する相続人とが「生計を一にしている」かどう

かが非常に重要になります。

　３　贈与税の最高税率引き上げと減税

　改正案では相続税の最高税率引き上げに合わせて贈

与税の最高税率も55％に引き上げることとしていま

す。一方で、直系尊属から20歳以上の直系卑属に対す

る贈与については５段階にわたって税率を引き下げる

減税を同時に行うこととしています。

　改正案では、以上３つの改正は平成27年１月１日以

後の相続・遺贈から適用することとされています。

　４　相続税・贈与税の納税猶予制度の運用緩和

　相続税・贈与税の農地の納税猶予の適用を受けてい

る場合には、一定の事由が生じた場合に「営農困難時

貸付け」をしても納税猶予を継続することができる制

度が設けられています。この「一定の事由」に「上肢

又は下肢の一部の喪失等の農業に従事することが困難

な故障が生じたこと」が加えられることとされます。

　５　サービス付き高齢者住宅を取得した場合の

　　　税制の特例措置の延長

　都市農地所有者の方の土地の有効活用として最近注

目されているのが「サービス付き高齢者向け賃貸住宅」

建築による賃貸事業です。「サービス付き高齢者向け

賃貸住宅」を取得した場合には、建物に係る固定資産

税の大幅減額、賃貸収入に係る所得税を計算する上で

認められる割増償却及び建物取得時に課税される不動

産取得税の大幅減免の特例があります。改正案ではこ

相続税増税など平成25年度税制改正大綱
税理士　　今仲　清
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れらの適用期限をそれぞれ平成27年３月31日（割増償

却は平成28年３月31日まで3年）まで2年延長すること

としています。

　これ以外にも「教育資金の一括贈与の非課税措置」

など注目の改正案が予定されています。

相続税の速算表

改正前後の相続税額の比較

贈与税の速算表

現　行 改　正　案

1,000万円以下 　10％ 　10％

1,000万円超 3,000万円以下 　15％－50万円 　15％－50万円

3,000万円超 5,000万円以下 　20％－200万円 　20％－200万円

5,000万円超　　  1億円以下 　30％－700万円 　30％－700万円

　　1億円超　　  2億円以下
　40％－1,700万円

　40％－1,700万円

　　2億円超　　  3億円以下 　45％－2,700万円

　　3億円超　　  6億円以下
　50％－4,700万円

　50％－4,200万円

　　6億円超 　55％－7,200万円

現　行 改　正　案 増　加　額

相
続
税
の
課
税
価
格

1億円 100万円 315万円 ＋215万円

3億円 2,300万円 2,860万円 ＋560万円

5億円 5,850万円 6,555万円 ＋705万円

10億円 1億6,650万円 1億7,810万円 ＋1,160万円

20億円 4億0,950万円 4億3,440万円 ＋2,490万円

現　行

改　正　案

一般（相法21の7） 20歳以上の者への
直系尊属からの贈与

200万円以下 10％ 10％ 10％

200万円超    300万円以下 15％－  10万円 15％－  10万円
15％－  10万円

300万円超    400万円以下 20％－  25万円 20％－  25万円

400万円超    600万円以下 30％－  65万円 30％－  65万円 20％－  30万円

600万円超 1,000万円以下 40％－125万円 40％－125万円 30％－  90万円

1,000万円超 1,500万円以下

50％－225万円

45％－175万円 40％－190万円

1,500万円超 3,000万円以下 50％－250万円 45％－265万円

3,000万円超 4,500万円以下
55％－400万円

50％－415万円

   4,500万円超 55％－640万円

（注）相続人は配偶者と子 2 人であり、法定相続分により相続したものとして、相続税額を計算。
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　「まど」の武蔵大学後藤教授の論稿中に示されてい
る農林水産省「都市農業の振興に関する検討会・中間
取りまとめ（平成24年８月）」の目次及び主要部分の
抜粋を以下に掲載する。併せて、国土交通省社会資本
整備審議会都市計画部会報告等を掲載することとす
る。　　　　（出典：農林水産省HP、国土交通省HP）

　１．都市農業の振興に関する検討会
　　　中間取りまとめ（平成24年８月）　目 次
 
はじめに
Ⅰ　都市農業・都市農地をめぐる動向と政策の推移
　１　高度経済成長期における対応 
　２　バブル経済期の地価高騰の影響とその帰結 
Ⅱ　社会・経済の変化と都市農業・都市農地の意義
　１　都市農業・都市農地の多様な機能の発揮 
　２　社会・経済の変化と都市農業政策への要請 
　（１）住民の関わりの深化 
　（２）住宅と農地の共生するまちづくり 
　３　都市農業・都市農地に関する政策の転換
Ⅲ　早急に取り組むべき政策課題
　１　国民的理解の醸成 
　２　�都市農業の振興・都市農地の保全のための取

組の推進 
　（１）地方自治体の実情に応じた方針の明確化 
　（２）講ずべき施策 
　（３）�都市農業の振興施策の具体化に当たっての

留意点 
Ⅳ　�都市農業・都市農地に関わる諸制度の見直しの

検討
　１　直面している問題点
　２　検討に当たっての論点・留意点 
　３　各委員から提起された意見・提案 
Ⅴ　今後の取組の進め方

　２．同抜粋（Ⅲ、Ⅴ）

Ⅲ　早急に取り組むべき政策課題
　都市農業の振興等に関しては、平成22年３月に閣議
決定された食料・農業・農村基本計画において「都市
農業を守り､ 持続可能な振興を図る」との基本的な考
え方が示されている。また国土交通省の都市計画制度
小委員会 社会資本整備審議会においては、都市農業
に関し、都市農地を必然性のある、あって当たり前の
安定的な非建築的土地利用として活かしていく等の観
点から検討が進められているところである。
　このような国における施策の展開方向を踏まえ、ま
た、高齢化等の社会の変化に速やかに対応していくた
め、以下により、都市農業の振興のための施策を早急
に具体化し、実行に移す必要がある。

１　国民的理解の醸成

（都市における住民の意識と更なる理解の醸成）
　都市農業・都市農地に対する住民の評価は高く、平
成21年度の東京都によるアンケート調査では「東京に
農業・農地を残したい」とする回答者が85％にのぼっ
ている。 
　このような住民の意向を踏まえ、都市農業の振興や
都市農地の保全のための取組を一層着実に進めていく
ことが求められる。このためには、都市農業の多様な
機能や、これを維持していく上での課題について住民
の更なる理解を得、また「住宅と農地が共生するまち
づくり」を進めていくことについて農業者、非農業者
双方の共感を得ていくことが重要であり、このことを
通じ、地方自治体の積極的な活動を促すことが期待で
きる。また、住民自身についても、便益に見合う費用
の支払いや農業ボランティアへの参加を通じて、より
積極的・主体的に農業・農地に関わりたいという層の
拡大が期待できる。

（幅広い国民からの理解・共感の必要性）

農林水産省「都市農業の振興に関する検討会・
中間取りまとめ（平成24年8月）」

都市農地活用支援センター
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　都市に農業・農地を残していくためには、直接の当
事者である都市農業者や施策の実施主体である行政の
意識・行動も極めて重要であり、農業・農地を残して
いくことに対し、都市農業者や行政からの共感を得る
努力も必要である。
　さらに、今後、都市農地の保全等に関し土地利用や
税制に関する制度の見直しも検討される中では、市街
化区域に住む住民や農業者だけでなく、このことで影
響を受ける、より幅広い国民のコンセンサスも必要と
なる。

（住民の理解と共感を得るための施策）
　都市農業・都市農地に関し住民の理解と共感を得る
には、地元産の農産物の消費や農業体験などに住民自
身が実際に関わる機会を設けることが有効である。そ
のためには、以下の２に掲げるような施策を速やかに
具体化し、住民が、農業・農地の多様な機能を体験で
きる機会を提供することなどが考えられる。

（分かりやすく、説得力のある情報の提供）
　また、都市農地が都市の緑を補完するものとして具
体的にどのように役立っているのかを、抽象的・総論
的にではなく、経済的評価、シミュレーション、管理
費用の比較等を用いて、分かり易く、説得力のある形
で伝えていくことも大切である。
　その際、国民が十分な基礎知識に基づいて判断でき
るよう、議論の背景となる情報についても分かりやす
く伝える必要がある。

（今後の政策方向の明確化）
　なお、検討会の中では、都市農業・都市農地に関す
る従来の考え方が広く浸透している中で都市農業・都
市農地の重要性を踏まえ これまでの位置付けの転換
と今後の政策の推進方向を明確に示す観点から、都市
農業の振興に関する基本的な法律や条例等の制定を目
指すべき、又は、食料・農業・農村基本計画の内容を
充実させるべきとの意見があった。このことについて
は、今後、都市農業・都市農地に関する理解の広がり
を踏まえ、改めて検討する必要がある。

２　都市農業の振興・都市農地の保全のための取組の

　　推進

（１）地方自治体の実情に応じた方針の明確化
（地方自治体における取組の拡大）
　都市農業の振興等に関しては先進的な地方自治体に
おいて積極的な取組が始まっており、国においても、
こうした取組を支援するとともに、関連する情報の提

供等により、そのような取組を他の地域へと広げてい
くことが求められる。

（各地方自治体において方針を明らかにする必要性）
　我が国の都市農業の姿を概観すると、関東・首都圏
では畑作が中心、関西や中京圏では水田が中心と圏域
ごとに状況が異なっている。また、同一圏域にあって
も、農地の賦存量、住宅の密集度、公園・緑地の整備
状況等、都市をめぐる環境はそれぞれに異なっており、
都市農地の保全に当たっては、地域性への配慮や立地
特性に留意する必要がある。
　このような状況を踏まえれば、各都市において農
業・農地に求められる機能は様々なものとなると考え
られ、都市農業の振興に着手しようとする地方自治体
においては、まず、まちづくりの中で農業・農地をど
のように位置付け、どう活用しようとするのかという
基本的な方針を明らかにする必要がある。

（多様な関係者との対話・協働）
　都市農業・都市農地に関する基本的な方針を定める
に当たっては、地方自治体が現状を把握した上で、住
民や農業者に加え、福祉、教育、都市計画等の多様な
分野に関わる主体の参加を求め、議論と実践を進める
ことが重要である。
　近年、課題解決のため、多様な主体が協働して取り
組む「円卓会議」が各地で見られる。こうした多様な
関係者が集まり、対話と協働により問題解決を図ると
いう取組姿勢は参考となるものであり、国も、そのよ
うな方式で行われている協議の先進事例の情報提供を
行う等により、このような取組を支援していくべきで
ある。

（一定の方針に即した施策の実施）
　地方自治体が、自ら定めた方針に従い都市農業の振
興・都市農地の保全に関する施策を計画的に実施して
いくには、例えば、活用しようとする都市農業・都市
農地の機能ごとに数値目標を定めて施策に裏付けを与
えるとともに、その進捗状況を住民に示し、理解を得
ていくといった取組が有効である。
　国においては、このような取組も含め、地方自治体
において、一定の方針に即した施策が円滑に講じられ
るよう支援を行うべきである。

（２）講ずべき施策
　国及び地方自治体においては、各自治体の方針に即
して、意欲ある農業者等の取組が推進されるよう、以
下に掲げるような施策を具体化すべきである。また、
各自治体が施策を講ずるに当たっては、他の自治体等
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における先進的な事例を参考にすることが有益であ
り、国においては、そのような事例の紹介も積極的に
行うことが考えられる。
①地元産の新鮮な食料の供給体制の充実

（国及び関係機関が一体となった振興施策）
　自然的地理的条件の制約から大規模な借地経営の展
開が難しい市街化区域にあっては、後継者不足を起因
とする農業者の減少は、生産の減少や農地の縮小に直
結する。都市における農業経営は、地域によっては経
営収支がマイナスに陥っている実態さえあり、国、自
治体、農協等が一体となって振興施策を講じていく必
要がある。

（都市の特徴を踏まえた振興施策）
　具体的な振興施策の検討に当たっては、農に対して
強い関心を持つ住民の存在や、大規模な土地利用型農
業の困難さといった都市農業の特徴を踏まえる必要が
あり、各都市の事情に即し、農業体験農園、施設園芸
等の振興、農産物販売施設等の整備、学校給食への納
入の推進等、地域に即した施策を進めるべきである。
　その際、経営面積が小規模である、農業者の数が少
なく地域単位での取組が困難であるといった都市農業
者の実態に即した施策となるよう留意が必要である。
　加えて、多様な住民が暮らし、必ずしも住民同士や
住民と行政の日常のつながりが強くない実情を踏ま
え、以下の②及び③に掲げる施策も含め、新たな取組
の実現を推進し、住民・行政と農業者との間をコーディ
ネートできるような仕組みを整備すべきである。
②市民のための多様な目的による農地利用の推進

（市民農園等の農業体験の機会の充実）
　社会の成熟化が進む中で、農への関わりを希望する
市民が増加している。平成21年度の東京都によるアン
ケート調査では、半数以上の回答者が「農作業の体験
をしたい」と回答しており、また、市民農園の応募倍
率も、２倍を超える都市が少なくない。このような農
業体験の機会の充実を望む声に応え、市民農園、農業
体験農園、観光農園等の取組を振興することが必要で
ある。
　また、農業体験への需要は、市民個人によるものだ
けではなく、ＮＰＯ、サークルなどの団体、福利厚生
を目的とする企業等多様な形をとって表れるように
なっており そうした社会的ニーズを取り込んだもの
にしていくことも必要である。

（住民を対象とした農業指導）
　都市において農に関心を持つ住民の中には、農業に

関してより専門的な知識を身につけ、長期的に農業に
取り組みたいという要望も増加している。住民の農業・
農地に対する関与を確固たるものとしていくために
は、このような要望への対応も重要であり、農業体験
農園や地方自治体の農業講座の開設など、農業技術を
身につける機会の整備を進めるべきである。また、技
術を習得した後に、その能力を発揮する場を確保する
こと、例えば、農業ボランティア等として長期にわた
り農業に関わっていける仕組みづくりも必要である。

（福祉・教育などの行政部局との連携）
　我が国の人口のおよそ７割が集中する市街化区域に
おいては、福祉や教育など多様な目的から農業に対し
て潜在的に強い需要がある。しかしながら、これまで
は農政部局と福祉、教育等の部局との間では、国、都
道府県、市町村のどの段階においても一部を除き連携
した取組は進められておらず、十分な成果があがって
いない。こうした状況を踏まえ、行政が一体となった
対応が講じられるよう部局間の連携を強化するととも
に、多様な目的に応じた農地利用の実現に向けた施策
の充実を図るべきである。
③防災その他の公益的機能の発揮

（防災協力農地の充実）
　平成23年３月に発生した東日本大震災を契機とし
て、農地の防災機能への期待が著しく高まっている。
防災協力農地について、個々の農地の位置、面積等を
踏まえ地域の防災計画に具体的に位置付ける、協定内
容をできるだけ具体的なものとする、防災機能を兼ね
備えた施設の整備を進める等、内容の高度化を促進す
べきである。その際、行政、住民、農業者等の関係者
が十分に話し合い、役割を担うこととなる農業者等が
納得した上で取り組む手順を踏むことが重要である。
そのことが関係者の結束力を強め、防災体制の強化に
つながるものと考えられる。

（多様な主体による水路の管理）
　関西や中京圏の都市部に多く賦存する水田は、大雨
の際の遊水機能、ヒートアイランド現象の緩和、良好
な景観の形成や生態系の維持等、様々な役割を果たし
ている。このような多様な役割を果たす水田を保全し
ていくには、単に水田だけではなく、水路の管理や雑
排水対策等も講じていく必要がある。水路等に関する
このような問題は、農業者以外の住民が大多数を占め
る都市では年々深刻の度合いを増してきており、住民
を含む多様な主体が関わる管理手法を考える必要があ
る。
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（公益機能維持のための協力体制の構築）
　都市農地は、防災、景観形成、国土・環境保全等の
さまざまな公益的な機能を発揮している。しかしなが
ら 農業側だけの負担による機能維持には限界があり
住民、自治体等との協力体制を構築し、消費者や住民
が主体的に関わっていく仕組みを設けることが必要で
ある。また、公益的機能が持続的に維持できるよう、
都市農業者を対象とした施策についても様々な観点か
ら検討する必要がある。

（３）�都市農業の振興施策の具体化に当たっての留意
点

　施策の具体化に当たっては、都市農業・都市農地が
提供する便益と受益者を整理し、農業者、住民、行政
等でどのように役割や費用を分担するかを明確にする
必要がある。例えば、多様な機能の中には、農業体験
農園のような農業経営の一部として展開できるものも
ある。このようなものについては、農業者は利用者か
ら受け取る料金により経営が成り立つよう努力すべき
であり、行政等が施策を講ずる場合にあっても自立的
な経営の確立に資するものとすべきである。また、受
益者が特定できない便益を維持・増進する施策につい
ては、必要となる費用を公的負担により広く共同で負
担する「応益的共同負担」 によることも考えられる。
　国において施策を具体化する場合は、地方自治体や
農業者の裁量の下で行うことが望ましいのか、あるい
は国として一律の対応をすることが適当か、補助金又
は税制による措置がふさわしいか、といった点につい
ても便益の性格に着目して整理することが必要であ
る。

（参考）都市農業・都市農地の果たす機能 
①食料の生産活動が行われることで発揮される機

能
・地産地消による新鮮で安全な食料の供給
　　近隣の農地において、住民が自らの目で生育の

過程を確かめることのできる安全・安心な農産物
が生産され、直売等を通じて新鮮なうちに供給・
消費される機能。

・身近な農業体験・交流活動の場の提供
　　身近に農業体験農園、市民農園、福祉農園等

があることで、住民が、日常的に、余暇、生きが
い、教育、福祉等の様々な目的で農作業に関わる
ことができ、これを通じてコミュニティや新たな
雇用の場が形成される機能。また農作業や収穫の

体験、採れたての野菜の調理等の機会を確保し、
食育の場を提供する機能

②適切に管理されたオープンスペースが存在する
ことで発揮される機能

・ 防災空間の確保
　　建築物の密集する都市における貴重なオープ

ンスペースとして 震災の際火災の延焼を防止し、
避難場所・仮設住宅建設用地として利用される機
能。また、大雨の際、雨水を保水・浸透させ都市
の浸水を防止する機能（なお、管理されたオープ
ンスペースによる効果ではないが、農業生産活動
で用いられているビニルハウスや井戸が災害時
に活用できる等の機能もある）。

・緑地等としての良好な景観の形成
　　人工的な建築物に囲まれた都市の中で、適切に

維持管理された農地や水利施設等が、貴重な緑地
空間、水辺空間として良好な景観を形成し、生活
にやすらぎや潤いを感じさせる機能。

・国土・環境の保全
　　都市の緑を形成する主要要素の一つとして、農

地や水利施設等が、ヒートアイランド現象の緩
和、地下水の涵養、生物の保護等の役割を果たす
機能。

③これらの機能を身近に実感できることで発揮さ
れる機能

・農業への理解の醸成
　　都市計画区域内には全人口の９割以上が、ま

た、市街化区域内でも全人口の約７割が生活して
おり、これらの住民が日常生活の中で農業・農地
に接し、その機能を実感することで、農業への理
解の深化を促す機能。

Ⅴ　今後の取り組みの進め方
　以上、都市農業の振興と都市農地の保全に関し、こ
れまでの検討会における議論を中間的に整理し取りま
とめた。これまでの議論を通じ、早急に施策を講ずべ
き事項と更に検討を深めるべき事項とが明らかとなっ
たところであり、今後は、これを踏まえ、以下により
取組を進めていくべきである。
①国民的理解の醸成
　都市農業の振興や都市農地の保全に対する国民的な
コンセンサスの醸成は、制度面での検討を進める上で
の前提となるものであり、Ⅲの１の整理に従い、国に
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おいて優先して着手する必要がある。その際、都市に
おける住民の意識を正確に把握した上で啓発活動に取
り組むことが重要でありアンケート調査等の実施も検
討すべきである。
②都市農業の振興等のための取組の推進
　高齢化等が進展する中、都市においても、地場産品
の購入や農業体験等を通じて日常的に農業と関わりた
いという声はますます高まっていくものと見込まれ、
その対応は急務である。国においては、Ⅲの２の整理
に従い、本年度予算の活用が可能なものについては速
やかに、また、来年度予算要求へ反映させるべきもの
についてはそのプロセスを通じ、取組を具体化してい
くべきである。また、地方自治体に対しても、同様の
取組を促していくべきである。
③諸制度の見直しの検討
　都市農地の保全等に関する制度の見直しは、都市農
業の今後を考える上で極めて重要な待ったなしの課題
である。多数の国民の利害に直接の影響を与える極め
て困難な課題ではあるが、避けて通ることはできず、
本検討会においても、これまでに提起された問題点、
意見・提案等に基づき、制度改正に向けた精力的な議
論を直ちに進めていくこととしたい。
　市街化区域等において営まれる都市農業は都市計画
制度と密接な関連があり、また、都市農地は緑地と表
裏一体の存在でもある。制度検討に際しては、農業政
策を所管する農林水産省と都市政策・緑地政策を所管
する国土交通省との連携を一層強化し、一体的、総合
的に取り組むことが必要である。このため、農林水産
省に対しては、本検討会における検討を踏まえ、国土
交通省の都市計画制度小委員会（社会資本整備審議会）
における都市計画制度の総点検の議論等、都市計画サ
イドの検討に積極的に関与することを求めたい。同時
に、本検討会における議論が円滑に進むこととなるよ
う、議論に必要となる基礎的な情報の収集・分析等を
求めたい。特に、地方自治体や農業者等からの情報、
要望等は重要であり、これらを把握するための体制の
整備を求めたい。

３．国土交通省社会資本整備審議会都市計画部会報告

　昭和43年に制定された新都市計画法の重要な柱と
なっている線引き制度は、市街化区域内農地が農地法
の転用許可対象から除外されたことに加え、平成3年
から特定市等の市街化区域内農地の固定資産税が宅地
並み課税となったこと、特定市における市街化区域内

農地が相続税の納税猶予制度対象から除外されたこと
及びこれらの課税強化から逃れる営農継続農地の受け
皿として生産緑地地区制度を用意したことにより農地
転用･宅地化促進制度の色彩を強め、都市農地･農業に
大きく影響を持つことになった。
　このように税制と深く絡み合っているが故に、現在
の制度の前提となっている住宅政策、農地制度が時代
の変化に即して変わっているにも拘らず、市街化区域
内農地については平成3年以降制度改正はなされてい
ない。
　しかし、人口の減少、都市の縮退、低･未利用地の
増大が現実のものとなる中、社会資本整備審議会（都
市計画制度関係の部会）で、線引き制度のあり方が最
重要課題となっており、市街地における農地の位置付
けを転換しようとする動きが顕在化している。
①�都市計画部会・都市政策の基本的な課題と方向検討

小委員会報告（平成21年６月）
　都市計画部会・都市政策の基本的な課題と方向検討
小委員会（平成20年５月～平成21年６月）では、今後
の都市政策の方向として集約型都市構造と環境共生を
主眼とする「エコ・コンパクトシティ」を掲げる報告
をとりまとめた。
　都市農地については、以下のように述べられている。

『農』との共生」として「モータリゼーションの進
展により、都市近郊に依然として都市的開発の拡散
が見られる一方で、消費地近接の利点を生かした農
業生産機能の評価や、自然とのふれあい、憩いの場
等といった都市住民の農地に対する多様なニーズ
が顕在化してきている。したがって都市と農地を対
立する構図でとらえる視点から脱却し、都市近郊や
都市内の農地について、新鮮で安心な地産地消の農
作物を提供してくれる農業生産機能を中心に、自然
とのふれあい、憩いの場、防災機能等の農地の多面
的機能を、都市が将来にわたり持続していくために
有用なものとして、都市政策の面から積極的に評価
し、農地を含めた都市環境のあり方をより広い視点
で検討していくべきである。

（H21.6社会資本整備審議会・都市政策の基本的な課
題と方向検討小委員会報告）

②�都市計画制度小委員会中間とりまとめ（平成23年２
月）

　引き続き設置された都市計画部会・都市計画制度小
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委員会（平成21年７月～現在）の中間報告では今後の
都市計画の方向として、次のような「持続可能な集約
型都市構造化」という基本方針を明確化した。

○�市街地の拡大をこれまで以上に抑え、密度のメリ
ハリをつけていくと共に、集積している市街地
には更新に併せ空地と緑などの自然を呼び込み
つつ、居住環境の向上を含め都市機能を高度化・
効率化していく。

○�地域の特性に応じ、目標を掲げ、個別具体の取組
の積み重ねにより目指していく。

○�このため、都市計画及び関連する諸制度を、土地
対策・供給対策としての性格が強かったこれまで
の位置づけに変え、都市生活・活動・環境等が持
続可能な集約型都市構造化のための政策に転換
する。法令上、こうした方向性を明確にすると共
に、現実の都市計画のあり方に反映され、具体の
取組が推進されるようにする。

○�上記のような観点から、新市街地開発型事業制度
の適用領域や「市街地開発事業等予定区域」制度
等を見直す。

（H23. ２社会資本整備審議会・都市計画制度小委員
会中間とりまとめ）

　都市農地については前小委員会の取りまとめから更
に歩を進めて以下のように「（市街化区域内農地は）
必然性のある（あって当たり前の）安定的な非建築土
地利用として活かしてゆく」と明確に述べている。

　都市農地・農業の位置付けのあり方
○�市街地区域の空間の再構成の中で、都市農地は、

必然性のある（あって当たり前の）安定的な非建
築的土地利用として活かしていく。

○�生産緑地地区制度による的確な建築規制等の措
置が土台となり、市街化区域の再定義に併せた農
業政策上の位置付けの見直しなど、農業政策との
再結合を図る。

○�都市農業の特質に応じた農業が継続できる環境
を整備するため、都市農業政策と連携した、農地
と宅地が混在するエリアの空間管理や市民参加
型の仕組みを目指していく。

○�税制上の取り扱いの見直しについては、転用が自
由にできる状態での他の宅地との公平性の問題

や、都市計画上及び農地制度上の規制水準との関
係、農業生産機能の水準、農地所有者の利用意向
との兼ね合いなど、慎重に総合的な見地から検討
される必要がある。

○�都市的土地利用と農業上の土地利用が併存する
エリアにおける両者の調和を目指すシステムと
して、集落整備法制度の運用実績を検証しなが
ら、より実効的な仕組みを検討する。

（H23.2社会資本整備審議会・都市計画制度小委員会
中間とりまとめ）

４．平成25年度新規予算

　都市農業の振興に関する検討会Ⅴ②において、検討
会で整理した内容を速やかに平成25年度予算に反映す
ることとしているが、農水省都市農村交流課において
は平成25年度において次の新規予算措置を講じてい
る。

「農」の暮らしづくり交付金（国費550百万円）

①「農」のある暮らしづくり推進対策
　�都市の住民が「農」と触れあう機会を増やしていく

ため、住民、ＮＰＯ、農業者等が取り組む多様な活
動や付随する簡易な施設の整備を支援する。

②「農」のある暮らしづくり整備対策
　�「農」を楽しめる暮らしづくりに必要な以下の施設

についてその整備費用を支援する。
　　・�市民が多様な目的で「農」と関わるための施設（市

民農園、屋上・河川敷菜園、障害者雇用農園等）
　　・�地元産農産物の生産・加工・流通を促進するた

めの施設
　　・�「農」の持つ公益的機能を維持増進するための

施設等
③「農」のある暮らしづくり支援対策
　�「農」を楽しめる暮らしづくりを全国で推進するた

め、専門家の派遣、都市農業関係情報の整備、効果
的な情報提供手法の開発等の活動を支援する。

　また、国交省都市局においても、平成25年度予算に
おいて都市農業に関係する次の新規予算措置を行って
いる。

集約型都市形成に向けた計画的な緑地環境形成実証調

査（国費80百万円）
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　人口減少、少子高齢化等を踏まえ、今後、集約型都
市構造化を進めるにあたり、緑地・農地等と調和した
まちづくりを実現するため、緑・オープンスペースの
確保や合理的な土地利用転換等に対応した取組みを即
地的に検討することとし、地方公共団体等への委託に
よる国の直轄調査を実施する。

（取組例）
　地域住民を含む多様な主体と連携した、屋敷林、社
寺林、生産緑地等の保全のための手法や理解の促進に
関する取組 
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　１．取組みの経緯

　速やかな取組みの求められている東日本大震災に係

る災害公営住宅について、用地取得費が国の補助対象

となり、借地権の取得に要する費用も含まれていると

されたことから、当センター及び定期借地権推進協議

会に対して定期借地権を活用する場合の費用の算定等

について明確にして欲しいとの要望が寄せられた。

　このため、（財）都市農地活用支援センター・定期

借地権推進協議会が宮城県と協議し、国の関係部署等

の参加を得て具体地区（宮城県塩竈市浦戸地区）で定

期借地権のケーススタディを行い、この中で災害公営

住宅に定期借地権を活用する場合の基本的な考え方を

整理・提示することとした。（結果の要約は当センター

HPに掲載している。）

　ケーススタディは現地での開催を含め、平成24年５

月～７月にかけて２回実施された。

　検討会のメンバーは以下の通りである。

 

　２．ケーススタディ結果の概要

②検討の前提

・�定期借地権で支払う対価は地代と一時金があり、し

かも一時金には様々な種類がある。今回の復興交付

金の補助対象になる範囲を明確にする必要がある。

・�今回の災害公営住宅用地に係る定期借地権の取得は

地方公共団体が行うものであり、補助対象となる権

利金や地代の金額算定の根拠付けについて、議会や

市民への説明責任を果たすことが不可欠であると同

時に補助金等の執行の観点からも適正なものでなけ

ればならない。

・�一般の用地取得の場合はこうした根拠付の手段とし

て不動産鑑定評価が用いられるが、定期借地権の取

得について不動産鑑定評価のカテゴリーとなってい

るのは地代のみであり、一時金算定の根拠としては

その有効性に限界がある。

　�また、定期借地権と公共団体の関係について言えば、

公有地の貸主となるケースが大半であり、公共団体

が借主となった前例は殆どないことに加え、これま

での定期借地権の契約は、民間ベースでのものが大

半で、その場合、地代等の設定において鑑定評価が

用いられることは無く、鑑定評価に必要な個別資料

の系統的な蓄積・整備がなされていないという問題

がある。

・�他方、こうした民間ベースの契約実態（一般定期借

地権）は国土交通省や（財）都市農地活用支援セン

ター・定期借地権推進協議会が実施してきた全国定

期借地権付住宅供給実態調査という信頼のできる統

計データとして蓄積されていることから、不動産鑑

定評価を補完する形でこうしたデータを有効に活用

することにより、地方公共団体が説明責任を果たす

ことが可能となると考えられる。

・�検討会では、補助対象の範囲を明確にすることに加

え、データ整備の実態を踏まえ、鑑定評価と統計

データを組み合せたオーソライズ手法の提示を主た

るテーマとする。

③補助対象の範囲

・�補助の対象となるのは権利取得に要する費用であ

り、各月、年の利用の対価である地代は補助対象に

はならない。

災害公営住宅における定期借地権の活用
（財）都市農地活用支援センター　理事　　佐藤　啓二
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　�従って、地代の前払い金である地代一括前払い金は

補助対象とならない。

　�保証金は契約終了後に借地人に返還される預け金で

あることから補助対象とならない。

　�権利金は補助対象となる。

　�地代一括前払い相当額を権利金とする場合は補助対

象となる。

④権利金の算定とオーソライズの方法

・�借地人となる地方公共団体の立場からは、唯一定期

借地権を取得後支払いの生じない方法である一括前

払い地代相当額を権利金とする方法を採用すること

が基本となると考えられるので、この方法を想定し

た権利金の算定とオーソライズの方法を検討する。

　�なお、この場合、借地権は地上権となり契約は地上

権設定契約となる。

　�（なお、地主の立場からはそれ以外の方法との得失

もあることから、対象事業において当該方法を採用

した理由、経緯を明確にしておく必要がある。）

・�権利金の算定とオーソライズについては先行事例

（阪神淡路大震災時の尼崎市の事例及び今次大震災

の仙台市の事例）を踏まえ、次の2つの方法を提示

する。

イ．統計的手法

　土地価格に対する年額地代や一時金の割合について

は安定的な統計データがあるため、土地価格（更地価

格）を求める際に不動産鑑定評価を用い、それを元に

統計的手法による算定式を用いて地代一括前払い相当

額を算出する方法。

　全国定期借地権付住宅供給実態調査データは公表さ

れているが、地域区分等による詳細データ分析を行い

たい場合は、(財)都市農地活用支援センター・定期借

地権推進協議会に依頼し、所要のデータを作成するこ

とも可能である。

ロ．鑑定年額地代による手法

　不動産鑑定評価で年額地代鑑定を行い、更に付記意

見として複利年金現価率等を用いた計算により一括前

払い地代相当額を推計する方法。

　年額地代鑑定に当たっては取引事例法を中心に適用

することとなるが、そのデータ蓄積が極めて不十分で

あるため、この場合にも定期借地権の専門家とのコラ

ボレーションの場を設定する等により上記イの試算を

行いこれとあまり大きな乖離が生じないような配慮を

することが不可欠と考える。（統計データ作業につい

ては報告書巻末資料として添付する。）

⑤統計的手法による一括前払い地代相当額の算定

　鑑定年額地代による手法を用いた一括前払い地代相

当額を算定する方法については、文末に参考資料とし

て作業フローを示すにとどめ、ここでは、統計的手法

による一括前払い地代相当額算定の数式、考え方を述

べておく。

・�今回の被災地域における中層又は戸建ての災害公営

住宅建設を想定した場合、統計的には土地価格（更

地価格）の25％程度の一時金の負担と土地価格（更

地価格）の1.2％程度の年額地代を支払うのが一般

的ということになる。

・�権利金については、安定的に排他的に土地利用する

権利設定の対価という側面と地代の一部前払い的な

性格という側面を有しているといわれているが、一

時金を含めた地代一括前払いという方式が適用され

るならば、その中に吸収・解消されることが自然と

いえる。

・�この実態を踏まえた一括前払い地代相当額は以下の

算式で求められる。

土地価格（更地価格）×｛0.25＋0.012×借地期間×

借地期間の（複利）年金現価率｝

・�宮城県塩竈市浦戸地区でのケーススタディでは、借

地期間を52年、年利率を1.5％と想定したが、一括

前払い地代相当額は土地価格（更地価格）の67％と

算定された。

　�なお、このケーススタディでは同時に不動産鑑定評

価による地代算定（積算法）と一括前払い相当額算

定も行った。

　�土地価格（更地価格）を基礎価格とし、利回りを

2.0％、年金現価率の年利率を1.5％として計算した

結果は土地価格（更地価格）の70％となった。

　�なお、ケーススタディ地区が離島地区であり、固定
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資産税は極めて低額であったので算定にあたって公

租公課は考慮していない。

【参考】鑑定評価基準による新規賃料算定方法を踏ま

えた作業フロー

　３．おわりに

　本ケーススタディは既に既に宅地が存在している前

提で実施されたものであるが、本ケーススタディの後、

被災地自治体の依頼により、開発型の事業（自治体代

行）において定期借地権を活用する場合の土地所有者

の適正な開発利益負担の考え方等について整理を行っ

た。

　この結果については後日別稿でお知らせしたい。
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　１．はじめに

　地方住宅公社の分譲宅地には販

売状況が芳しくない宅地も少なく

ないという話をきくことがある。

ところで販売に苦戦している理由

には、様々なものがあると思われ

るが、「価格」が理由となるケー

スも少なくないものと思われる。すなわち、住宅地と

しては一定の評価があり当初は妥当な価格だったとし

ても、その後の地価の下落により相場よりも割高と

なっているようなケースである。

　一般に宅地造成をして住宅地を販売する場合には、

土地の取得費に造成費等のコストがかかっていること

から、周辺地価が下落したからといって簡単に価格を

下げて販売できるものではない。すなわち、仮に価格

を下げて分譲をした場合には、投下資金を回収できな

い可能性があるためである。しかしながら、当初の分

譲価格にこだわることで時間が経過しても売却をする

ことが困難な場合は、長期間にわたり売れ残りの在庫

が残ってしまうことになることから、特に借入金で土

地の取得や宅地造成を行っている場合は、債務を完済

することができないこととなり、金利負担等が重くの

しかかることとなってしまうわけである。

　加えて、更地の宅地を維持するのには一定の経費が

発生する。すなわち草刈りが定期的に必要となるほか、

管理のために定期的な巡回（不法占拠者の有無の確認

や、場合によっては不法投棄等が行われる可能性も考

えられるため）も必要となる。これらにもコストが発

生してしまう。

　これとは逆に、空いている土地に住宅が建ち、人が

住めば、地方自治体には土地建物にかかる固定資産税

収入がはいるほか、住民税も計上できる。これらの点

を考えると、長期間土地を売れ残り状態で放置する場

合とを比較すれば、早期に人が住める状況にすること

がより望ましい状況であることは間違いないだろう。

　こうした場合において、定期借地権は一定の役割を

果たすことが出来ることを、当協議会は以前から唱え

ていたが、今回、鹿児島市の「星ヶ峯みなみ台」の定

期借地権分譲事業に協力をさせていただいているの

で、その概要についてここに報告する。

　２．住宅地の概要

　星ヶ峯みなみ台は、鹿児島市郊外の星ヶ峯ニュータ

ウン約44,000世帯（人口は約11,000人）に隣接して鹿

児島市住宅公社が分譲した分譲住宅地である。同住宅

地の総区画数は634区画であり、平成16年から分譲が

始まったが、現時点で118区画が未分譲の状況にある。

こうしたなかで、鹿児島市は住宅公社からこの未分譲

の住宅地を購入したうえで早期にこの状況を打破する

ために、一部に定期借地権分譲を含めた事業計画を行

うこととしたと聞いている。

同住宅地の立地概要であるが、鹿児島本線「広木」駅

までバスで10分弱に位置し、今回の定期借地権分譲の

対象地は平均区画面積が約220㎡（66坪強）となって

いる。また学校や医療機関、商業施設等は隣接する星ヶ

峯ニュータウン内に完備しており、生活利便性・交通

利便性ともに市内の住宅地としては優れた立地となっ

ている。しかしながら公示地価ベースで見ても、分譲

を開始した平成16年から平成23年にかけてみても20％

強の下落があり、分譲価格そのものの見直しが必要な

状況にあった。

◇星ヶ峯みなみ台の区画図

　分譲地内のメイン道路沿いの区画を中心に52区画の

定期借地権分譲が企画されている。

地方自治体による定期借地権分譲の取り組み
～鹿児島市「星ヶ峯みなみ台」定期借地権分譲事業の取り組み〜

定期借地権推進協議会運営委員長　　大木　祐悟
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　３．事業方式の概要

　分譲の概要であるが、118区画中52区画を定期借地

権分譲することとし、また48区画を所有権と定期借地

権の選択分譲で、また18区画を所有権分譲とすること

とした。このうちの定期借地権分譲の52区画について

は、これらの土地に定期借地権を設定した後に定期借

地権付き分譲住宅を購入するユーザーに借地権を転売

することを希望する事業者を公募する方式（いわゆる

「転売方式」）を採用する。逆に所有権と定期借地権の

選択分譲は市が直接エンドユーザーを公募する方式を

とるようである（エンドユーザーの募集に際して所有

権価格と定期借地権価格を提示し、仮に同じ区画で所

有権分譲を希望する人物と定期借地権分譲を希望する

人物が競合する場合は、所有権分譲を優先するような

事業方式を考えている）。

◇転売方式について

①�土地所有者と事業会社の間で定期借地権設定契約を

締結する。この際、一般的には事業会社は、土地所

有者に一時金を支払うとともに地代も発生する。

②�事業会社は、エンドユーザーに定期借地権を転売す

る。この際、建物とともに定期借地権を売却（建売

方式）するケースと、事業会社の建築条件付で定期

借地権を売却するケースと大きく二つの場合が考え

られる。

　＊１�　転売方式の場合は、事業者自らが借地権者（土

地権利者）となるため、定期借地権付建売住宅

の企画も、或いは事業会社の建築条件を付した

定期借地権の
譲渡（＊１）  ②

事業会社

エンドユーザー

定期借地権
設定契約 ①

土地所有者
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定期借地権の分譲の企画のいずれの検討も可能

となる。

　なお、これまでにも地方住宅供給公社が定期借地権

分譲をした事例はいくつも紹介されていることから、

市の担当者は、こうした物件についてもヒアリング等

を行ったうえで、定期借地権の仕組みについての情報

を希望して昨年７月に当協議会に相談に来られ、また

その後も担当者と当協議会の間で何度か質疑応答を繰

り返しながら、徐々に鹿児島市サイドで基本的な構想

を練ってきた。

　その後、昨年秋に、予算措置を講じたうえで概略以

下のようなスケジュールで事業化を進めている。

◇平成24年10月　�コンサルティング会社を選定。事業

に関するスキームを構築

　　　　　11月　�52区画の定期借地権分譲に取り組む

事業会社を公募

　　　　　12月　�事業会社との間で定期借地権設定契

約を締結

　　　　　　　　�市民に対して星ヶ峯みなみ台定期借

地権事業の発表（＊２）

◇平成25年３月　市民向けセミナー開催

　　　　　４月　�ゴールデンウィーク前後から住宅祭

等のイベントを行う予定

　なお、52区画の定期借地権分譲を担当する事業会社

間で協議会を立ち上げ、協議会メンバーで共同広告や

事務運営等を行っている。また、分譲に際して、モデ

ルハウスを一棟建築することを予め事業者募集の条件

にしている。

＊２�　平成24年12月１日に開催された市民向けセミ

ナーには200名を超える来場があり、今回の分譲

事業にかかる市民の関心の高さを実感できた。

　４．事業の概要

　今回の事業の概要であるが、以下の通りである。

　　平均宅地面積　　約220㎡

　　借地権の種類　　賃借権方式

　　一時金の状況　　保証金方式、平均約300万円

　　　　　　　　　　（地価の15％相当）

　　地代　　　　　　平均月額２万円

　　　　　　　　　　（年額　地価の1.2％相当）

　当協議会では、当初は一時金については「権利金方

式」の採用を勧めていた。その理由は、権利金は市の

収入となること、市は収入に対して課税がされないこ

と等である。ところが、定期借地権にかかる住宅ロー

ンについて金融機関と相談をする中で、「保証金方式」

の場合は融資対応は可能であるが「権利金方式」の場

合は対応ができない可能性が高い旨の方向となったこ

とから、最終的には保証金方式による取り組みで事業

化をすることとなった。

　住宅金融支援機構のフラット35は、権利金方式でも

融資対応としているのであるが、今回の事業の場合こ

の点の対応が出来なかったことは残念である。今後、

各自治体や公社等で定期借地権住宅の検討をされると

きは、こうしたことも鑑みてどの一時金を採用するか

の検討が必要であると思われる。

　なお、このプロジェクトは、定期借地権者は、希望

すれば鹿児島市から底地を購入することが出来るよう

な仕組みとなっている。ユーザー目線で、「定期借地

権と所有権のどちらが有利か？」という点を考えると、

地価がデフレ傾向であれば定期借地権のほうが有利で

ある可能性が高いが、逆に今後地価が上昇する場合に

は所有権のほうが有利となる可能性も考えられる。そ

うした意味では、一度定期借地権を設定した後に、必

要に応じて土地を購入することが検討できる仕組みは

ユーザーにとっても悪い話ではないし、また市も、本

来は土地を売却して投下資金の回収を目指しているわ

けであるから、定期借地権者が底地の希望を取得する

ことは望むところであろう。このスキームは、今後定

期借地権分譲を検討する地方自治体や住宅供給公社に

は参考にできるものだろう。

　おわりに

　本稿執筆時点では、星ヶ峯みなみ台の分譲結果は出

ていない。しかしながら、事前に市民向けに行ったセ

ミナーでは、市民の関心は非常に高いことから、プロ

ジェクトが成功裏に終わることを私は確信している。

このプロジェクトが、宅地の売れ残りに悩む地方自治

体や住宅供給公社のモデルケースになることを望んで

やまない。
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◇不動産鑑定評価基準改定について

　現行の不動産鑑定評価基準は平成14年度に抜本改正

されたものだが、現在、国土審議会不動産鑑定評価部

会において10年ぶりの大改正に向けた作業が進んでお

り、最速で平成28年当初の施行を目指している。

この改正にあたっては、ストック時代の中古流通等に

係る建物評価等のテーマと共に、定期借地権への対応

も中心的なテーマの一つとされている。

◇現行不動産鑑定評価基準での定期借地権の取り扱い

　現在の不動産鑑定評価基準において、借地権の評価

類型（カテゴリー）としては想定されているのは次の

通りである。

イ．借地権

ロ．借地権付き建物

ハ．借地権が付着する底地

ニ．新規地代

ホ．継続地代

　公共用地取得に伴う用地補償との関係の深い鑑定評

価において価格評価の対象となる借地権はほとんどが

平成４年以前に形成された普通借地権であり、その継

続地代であった。

　他方、新規の定期借地権付き住宅販売や事業定期借

地契約は民間ベースの契約で行われており、鑑定評価

の対象となることは稀であった。

　従って、現行の不動産鑑定評価基準（平成19年4月2

日一部改正）には定期借地権についてはほとんど記述

がなく、定期借地権という用語が使用されているのは、

各論第１章第１節Ⅰ. ３．④借地権の態様、ア～コの

箇条列挙の一つとして「定期借地権等（借地借家法第

二章第四節に規定する定期借地権等）」との記述のみ

である。

　従って、総論第２章第２節Ⅰ宅地の項で「借地権と

は、借地借家法（廃止前の借地法を含む。）に基づく

借地権（建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃

借権）をいう。」と記述されていることから、定期借

地権も含まれると解釈し、評価実務では、既存の評価

類型における手法を参考に、定期借地権固有の特性で

ある有期性や価格低減を勘案することによって各鑑定

士が工夫・対応しているのが現状である。

　しかし、近年、定期借地権付きの事務所等や定期借

地権が付着する底地がJリート等の不動産投資の対象

となる事例が現れるなど定期借地権が主テーマとなる

新たなケースが増加しており、後述するように鑑定評

価のあり方として普通借地権と別なカテゴリーで定期

借地権を位置づけることが検討の俎上に上っている。

◇今後の見通し

　新たな不動産鑑定評価基準に向け、現在作成中の各

種資料をもとに、定期借地権単独の評価の位置づけや、

定期借地権残余法や定期借地権割合法を含めた評価方

法等について国土審議会不動産鑑定評価部会での検討

が進められることとなるが、基本的には現行基準にお

ける借地権、底地、新規賃料等の規定を前提とし、こ

れに定期借地権固有の要素を踏まえた記述の追加、新

しい評価手法の追加等がなされることになると考えら

れる。

定期借地権に関する
鑑定評価基準改定に向けての動き

（財）都市農地活用支援センター　理事　　佐藤　啓二

　平成24年12月14日、国交省から鑑定評価基準改

定の資料作成業務を受託している公益社団法人日

本不動産鑑定士協会連合会からの申し入れにより

同連合会の定期借地権評価検討WGと定期借地権推

進協議会専門家との間で現在進められている定期

借地権に関する鑑定評価基準改定に関し打ち合わ

せが行われた。



●都市農地とまちづくり−第68号― 43 ―

都市農地活用支援センターの平成25年度事業計画都市農地活用支援センターの平成25年度事業計画

Ⅰ　基本方針

　近年、我が国の都市農地を取り巻く環境は、本格的な少子高齢社会、人口・世帯減少社会の到来、良好な町並み

や景観の形成、都市・居住環境への意識の高まり等の中で大きく変化している。

　このため、従来の都市農地の保全を視野に入れた農住まちづくり支援事業に対する期待は更なる高まりを見せて

いる。とりわけ、ここ数年来、このような動向を踏まえて、新たに積極的に取り組んできた①都市農地の多面的な

機能を活かしたまちづくり支援事業、②営農継続を可能とする都市農家の総合的な経営支援事業の具体的な展開が

求められている。

　このような都市農地を取り巻く動向・変化に機敏に対応し、当センターのノウハウ、蓄積を活かすことのできる

各種事業に積極的に取り組むとともに、必要な実施体制の整備や業務改善による経費節減に努める。

Ⅱ　一般財団法人への移行

　当センターは、公益法人制度改革への対応として、平成25年３月21日に内閣総理大臣から一般財団法人への移行

が認可され、同年４月１日から新法人としてスタートする。移行後の取組みについては、前記基本方針の下、公益

目的支出計画に従い、従来の事業を役職員一同一体となって引き続き実施するとともに、期待の高まっている農住

まちづくりの支援のための各種事業に積極的に取り組む。

Ⅲ　事業計画

　１．調査研究事業

　（１）国等からの受託調査

　　　�　都市農地の減少が進みその多面的な機能への関心が高まるとともに、農地保全制度のあり方が課題となっ

ている。このため、三大都市圏等の地方公共団において様々な形で立ち上がりつつある農地利用・保全の先

導的な取組みの支援を含め、当センターがこれまで蓄積してきた農地の評価分析や関連情報収集分析のノウ

ハウやデータが生かせる分野での受託調査に積極的に取り組む。

　　　�　また、定期借地権推進協議会の協力を得て、引き続き全国定期借地権付き住宅供給実態調査を受託・実施

するとともに、被災地復興支援のためのグリーンツーリズム交流拠点計画策定等の受託調査に取り組む。

　（２）公的団体からの受託調査

　　　�　これまでの調査の中で培ったGIS（地理情報システム）等の技術や都市農地・農業に関する情報蓄積を生

かし、関連受託調査に積極的に取り組む。

　２．総合的都市農家経営支援事業

　（１）農を楽しむ高齢者住宅コーディネート事業

　　　�　「農を楽しむ 高齢者住宅研究会」の検討に併せ、JAグループの協力を得て２～３箇所のモデル地区にお

いて「農を楽しむサービス付き高齢者住宅モデル事業」の事業化を図るため、農地所有者を始めとした関係

者の基本的合意を得るためのコーディネート事業を実施する。

　（２）安否確認・生活相談サービス提供事業

　　　�　上記の基本的合意における当センターの役割に基づき、関係事業者等の協力を得て安否確認・生活サービ

ス提供事業を実施する。
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　（３）アグリライフサポート事業

　　　�　上記の基本的合意における当センターの役割に基づき、専門家等の協力を得てアグリライフサポート事業

を実施する。

３．まちづくり支援事業

　地方公共団体、ＪＡの要請に基づき、まちづくりを検討している地区の農地所有者（行政・JA等と連携したま

ちづくり協議会を含む。）に対する農地の利用・保全の勉強会・相談会に、都市農地活用・保全アドバイザーを派

遣する。

　また、都市農地活用・保全アドバイザー部会を開催し、小冊子「都市農地の多面的利活用計画作成の手引き」を

刊行・配布する

４．普及啓発事業

　都市農地の計画的な利用に関する情報等を収集し、地方公共団体やJA、都市住民等に提供する。

　（１）農ある暮らしポータルサイトの運営

　　　�　近年、都市住民の農業への関心が高まるとともに、住まいの中に農的な要素を取り入れつつ新たなライフ

スタイルを実現したいという需要が増大している。このような状況に応えていくため、広くエンドユーザー

を対象にした「農ある暮らし」に関しての情報提供の「入口・窓口」としてのポータルサイトを拡充しつつ

引続き運営する。

　（２）情報機関誌「都市農地とまちづくり」等の作成

　　　�　地方公共団体、JA、都市農地活用・保全アドバイザ－等を対象にした情報機関誌「都市農地とまちづくり」

をポータルサイトに掲載し、まちづくり、都市農地の利用・保全をめぐる最新の情報や関係諸制度の改正等

の動向を提供する。

　　　�　また、都市農地に係る税制、まちづくり、都市農地の利用・保全に関する制度や事例等をわかりやすく紹

介した各種専門書籍等の発行、改訂を行う。

　（３）土地月間講演会

　　　�　広く都市農地を利用・保全したまちづくりの理解を得るため、土地月間に講演会を開催する。

５．研修事業

　（１）税制セミナー及び農地活用・保全実践ゼミナールの開催

　　　�　地方公共団体職員、JA職員、コンサルタントの専門家等を対象に、都市農地等に係る税制、農住まちづ

くりの実践的な知識・ノウハウを幅広く身につけることをねらいとした研修を実施する。

　（２）JA等に対する協力・支援

　　　　JA等が実施する研修等の開催企画、講師の派遣、資料提供等の協力・支援を行う。
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定期借地権制度　平成24年12月2日
資産評価学会より表彰を受ける

定期借地権制度　平成24年12月2日
資産評価学会より表彰を受ける

受 賞 名：「定期借地権供給実態調査」

受賞業績：

　平成３年10月４日、我が国で初めて借地契約の更新

がなく、定められた契約期間で確定的に契約が終了す

る定期借地権制度が盛り込まれた改正借地借家法が公

布され、翌年８月１日施行されました。

　この制度に基づく供給実態を平成８年度から現在に

至るまでの16年間（平成17年から平成21年度は国土交

通省委託調査として実施）（財）都市農地活用支援セ

ンターと定期借地権推進協議会（当初は定期借地権普

及促進協議会）が共同して「全国定期借地権付住宅の

供給実態調査」として調査公表してきました。

　この調査報告書が定期借地権に関するわが国唯一の

統計調査資料となっていること、また、途切れること

なく連続して実施していることが高く評価され、この

たびの業績賞の受賞となったものです。

表彰を受ける、当センター佐藤理事（右）
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平成24年度　土地月間参加講演会
『都市農地と被災地支援』開催報告
平成24年度　土地月間参加講演会
『都市農地と被災地支援』開催報告

　（財）都市農地活用支援センターは、平成24年10月31日、東京都渋谷区神宮前の東京ウィメンズプラザホールで

土地月間参加行事の一環として「都市農地と被災地支援」をテーマとした講演会を開催しました。本講演会は定期

借地権推進協議会が協賛、国土交通省、全国農業協同組合中央会（ＪＡ全中）の講演を受け、約120名の出席者の

好評を博しました。

　講演会は、先ず同センターの角地德久知事長が主催者挨拶を行った後、第１部として、松下潤芝浦工業大学教授（工

学博士）が、「東日本大震災被災地の復興計画と地域経済活性化」と題して講演をしました。松下教授は、「三陸地

方の被災地は小規模な河川流域が連坦する分散型地域構造のなかで、高齢化と人口縮減が同時に進行している。津

波被災は、このような地域の問題をさらに深刻化させる可能性が高い。 小流域圏単位でコンパクト、かつ経済的

にも活力のある地域として再生する必要がある。」強調しました。次いで佐藤啓二同センター理事が同センターで

推進する「農を楽しむ サービス付き高齢者向け賃貸住宅モデルプロジェクトと普及・促進の取り組みについて紹

介と事業実施にかかる情報提供を呼びかけました。

　第２部の講演は、大木祐悟定期借地権推進協議会運営委員長が、「震災復興に際しての定期借地権利用の考え方」

と題して講演。大木氏は、東日本大震災において、その復興について定期借地権の利用を主張する意見が出ている

中で、今回は、定期借地権にかかる実務者の立場から、震災復興に際して定期借地権の利用法について具体策を提

示しました。

講演を熱心に聴く参加者

松下　潤

芝浦工業大学教授

大木祐悟

定借協運営委員長
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編集後記
○平成25年3月26日（火）、財団法人都市農地活用支援センターの第

69回理事会及び第61回評議員会が、麹町の弘済会館で開会されまし

た。報告事項として、「一般財団法人への移行について」と「平成24年

度事業概要及び平成24年度予算決算見込みについて」報告があり、そ

して、議案として、第一号議案「、平成25年事業計画(案)」及び第二号議

案「平成25年度収支予算（案）」について審議され、可決されました。

○また、平成25年3月21日(木)、内閣総理大臣から、公益目的支出計

画の作成を要する一般財団法人として認可され、移行登記の手続きを

経たうえで、平成25年4月1日より、「財団法人都市農地活用支援セン

ター」から「一般財団法人都市農地活用支援センター」へ移行し、これま

での実績等を継承し、それらを踏まえ都市農地の保全を視野に入れた

農住まちづくり支援事業等に積極的に取り組む新たな一般財団法人と

して出発することとなりました。

（T・K）
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